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要約 

企業名 福山商事株式会社 

企業所在地 沖縄県浦添市 

サイト サモア国アピア 

案件名 

アラオア浄水場緩速ろ過池（生物浄化法）改善への普及・実証事業 

Pilot Survey for Disseminating SME’s Technologies for Alaoa Water 

Treatment Plant Improvement  

事業実施国 

政府関係機関 
Samoa Water Authority （SWA：サモア水道公社） 

実施期間 2013年 11月から 2016年 3月 

事業の目的 サモアの河川は、雨季の大雨時に集水区域から大量の土砂が流入する

ため、高濁水となる。このため既存の生物浄化法を用いた浄水施設の負

荷が高く、濁水を給水する事態が発生している。本普及・実証事業では、

生物浄化法の適応かつ維持管理費低減化を目的とした集水埋渠
まいきょ

による伏

流水取水法により高濁度な原水の緩速ろ過池（生物浄化法）への流入を

取水レベルから改善し、浄水処理の負担軽減対策を目指す。  

事業の方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サモアの河川は、雨季の大雨時に集水区域から大量の土砂が流入し、

高濁水となる。このような河川水を水道原水として利用しているため、

粗ろ過池の処理能力を超えた高濁水が流入し、処理が不十分なまま緩速

ろ過池に到達し、緩速ろ過池（生物浄化法）による浄水能力も不十分な

まま濁水を水道水として給水してしまうことが頻発している。 

粗ろ過池等の性能を補うため、薬品注入施設の導入などもあるが高額

であり、かつ高度な技術を要する。このような方法に変わり、比較的低

額で、かつ環境にも配慮した集水埋管を利用した伏流水取水法を既存の

取水堰に取り入れることにより取水レベルからの改善が可能となる。本

事業では、既設堰を活用し、目詰まり防止対策として逆洗管を用いた集

水埋渠による伏流水取水法導入に向けた調査、設計および設置を行い、

雨季時における高濁度な原水の濁度を下げ、緩速ろ過池（生物浄化法）

の負担軽減を図る。 

実績 （概要） 

 伏流水取水法をアラオア浄水場の取水口前に導入し、濁度及び流量に

ついての測定を行った結果、濁度軽減の有効性を示すデータの取得及び

安定した流量の確保を示すデータの取得が確認され、本提案事業の提案

技術の適応性を実証することができた。SWAにはデータを用いた濁度軽

減効果及び流量確保に関する実証結果の報告を行い、濁度軽減効果およ

びメンテナンス（整備保守点検）費用が少ない点に高い評価を得た。更

に、対象地における流量の全量（日量 10,000㎥程度）確保のための工事

の提案及び SWAが改善を検討しているアフィアマル取水口における伏流

水取水のと生物ろ過法（EPS: Ecological Purification System）の組み

合わせに関する事業提案を行い、その結果、導入を検討したいとの打診

があった。今後 SWAが対象地における流量の全量確保のための事業及び

アフィアマル取水口への EPS との併用方式の導入を目指して協議を継続

していく。 
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（活動のまとめ） 

1. 実証 

(1) 機材設置状況 

全ての機材を 2014年 10月 17日に設置。 

 

 

 

機材設置に至るまでの主な活動は次のとおり。SWA からは工事およ

び免税手続きにおいて支援があり、順調に進んだ。 

 地質調査及びその許可の取得 (2013年 12月実施) 

 機材設置（河川および河岸）への工事許可請  

 免税手続き 

 日本国内において機材製造及び出荷 

 工事実施         

 

(2) 防塵網及び空気管メンテナンス、小水力発電機に係る仕様変更 

2014年 10月の設置工事時において、日本より準備した防塵網（ビニ

ール製）が輸送中に破損していたため、急遽代替物として、現地にてス

チール製の網を購入し箱状に制作して防塵網の代用として設置した。

2014年 11月のメンテナンス時には、日本にて製作したステンレス製の

防塵網に取り替えた。 

また、設置工事完了後の現地視察において、水中の小水力発電用取水

管が水を吸い込む際、水中の空気も一緒に吸い込むことによりエアが絡

み管内流量が増減する現象が確認された。小水力発電用の取水管への空

気の流入が要因と考えられる水量の低下が見られたため、空気管の修繕

が必要となった。更に、大量の堆積物が原因で、安定した電力の確保が

困難であったため、濁度・流量を計測する濁度計・流量計の動力の変更

にともなう仕様変更が必要となった（2015年 2月〜3 月）。これらの状

況を鑑み、小水力発電による安定的な発電は困難であると判断し、商用

電力に切り替えた結果、濁度・流量の計測が安定的に実施することが可

能となった 。伏流水取水設備については、予定通り安定した取水量が

あり順調に稼働した。 

 

(3) SWAへの進捗報告及びメンテナンス作業（2015年 4月から 7月） 

濁度軽減と流量について実証データに基づき説明を行った。伏流水取

水法におけるスクリーン管の性能に期待が寄せられ、SWA の費用負担に

よるアフィアマル取水口に導入したいとの具体的な話がなされた。本方

式で使用している機材のカタログ要望があり、資料を提出した。更に、

アラオア浄水場への取水口全体の実施（10,000 ㎥/日）の可能性や、劣

伏流水取水法設備及びデータストレージ設備の全体図 
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悪な状況である他の浄水場や未浄水処理区の取水口の改善への適応の可

否について質問を受けたため、最終報告会での当社側からの提案を行っ

た。また、機材の取り扱い説明に関しては、現場で SWA 職員に取扱説明

書を提供し技術指導も実施した。提供した取扱説明書は英語版のみであ

るため、サモア語版を最終説明会時に提供することとした（別添資料 7）。 

SWA 総裁は本事業に強い関心があり、工事現場の視察や工事の手法や

具体的な効果等について細かな質疑応答もなされた。 

 

(4) 経過報告会（2015年 10 月 20日、21日）                                   

 経過報告会において、濁度軽減及び流量の確保についての効果を具体

的に提示した。原水濁度が 91～530NTUと変化した場合でも伏流水は

60NTU程度と一定濃度での取水が可能ということが判明した。これは、

伏流水取水方式が濁度を低減した原水を取水する方法として有効である

と判断できる。伏流水取水方式が現在のテストプラントの規模(取水量

1,000m3/日)ではなく、必要原水全量を取水できるような施設とすれば、

下流にあるアラオア浄水場の緩速ろ過池へのメンテナンスにかかる労力

及び経済的な負荷を大幅に低減できる。緩速ろ過池に流入する濁度を低

減することにより、ろ過池が閉塞するまでの期間が長くなり、砂掻き取

りの頻度を少なくすることができる。原水濁度が変化しても伏流水濁度

が平均 60NTU前後と一定していることから、3層の砂利層をすり抜けて

くる濁質の粒径は限定的なものであると考えられる。 

 
 

また、経過報告会においては、アラオア浄水場全体での実施時におけ

る工事費の提示と、アフィアマル取水口において伏流水取水法及び生物

ろ過法（EPS）の提示を行った。EPSは、小規模のろ過装置であり安価で

の設置が可能である。SWAには独自の予算によるこれらの事業の実施の

可能性について打診中である。SWAからは更なる協議の継続と、詳細見

積もりを要望されたため、2016 年 2月の最終渡航時に説明した。 

  

(5) 最終報告会(2016年 2月 1日) 

 SWA側からはジェイミー総裁参加のもと、伏流水取水方式の濁度除去

効果についての説明、施工費用見積もりなどについて説明を行った。提

案技術による成果を評価するコメントを得た。施工費に関しては、導水

管の取り替えを行わないなどの見直しにより、さらにコストを下げるよ

うな方法を今後も双方で検討を続けることを確認した。 

 アフィアマル取水口についての伏流水取水法及び EPS方式の導入につ

いても前向きな発言がされた。今後は、アラオア浄水場における伏流水

取水法についての検討と同時に、伏流水取水用及び EPS方式の導入につ

いても協議を続けることで同意した。 
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2. 普及活動 

 2014年 9月の本体工事期間中に本手法の概要についての説明を SWAに

実施した。2015年 2月のメンテナンス時、2015年 4月及び 2015年 10

月には、現場にて SWA職員に対し逆洗のデモンストレーションを実施し、

メンテナンス等の技術指導を行った。また、前述のとおり、本事業によ

る濁度軽減についての実証データを報告し、有効性について説明を行っ

た。本事業の提案技術は、既に実施したメンテナンスにより改良されて

おり、今後は逆洗による定期的なメンテナンス及び 1ヶ月に１度程度、

重機にて石を転がし隙間に詰まった土砂を洗い流す作業が必要になる。

当社の技術指導により、SWA 職員には逆洗及び重機での土砂の洗い流し

作業に関する技術は既に習得している。SWAは重機を保有しており新た

な設備投資は必要なく、作業は 2〜3名で 2時間程度の負荷になるため、

大幅なコストの上昇は考え難い。今後の維持管理は SWAの費用負担によ

り行われる。 

 

3. ビジネス展開計画 

 当社の技術を用いた伏流水取水法のビジネス展開の可能性として、緩

速ろ過池（生物浄化法）を採用しているサモアは大洋州諸国の中でも導

入の可能性が高い国であると言える。本事業によって伏流水取水法の効

果の実証ができただけでなく、今後のビジネス展開において、ショーケ

ース的な役割を果たすことができると考えられる。日量 1,000㎥ではあ

るが、濁度軽減された給水が現段階において可能となっている点におい

て、予定していた成果は達成したといえる。今後、アラオア浄水場取水

口の全量もしくはアフィアマル取水口などへの導入について、SWA側が

検討を開始したことは大きな成果だと考えられる。また、ウポル島内に

おいては、3カ所の浄水場には全て本提案技術である伏流水取水法の実

施が可能であると考えられる。伏流水取水法を実施するためには、取水

口の前に蛇籠などの設備の導入のために重機を用いて設置しなくてはな

らず、そこへのアクセス路が確保されている必要がある。3カ所の浄水

場の取水口までのアクセスはいずれも可能であると考えられる。また、

その他の未浄水処理の取水口にも、本提案技術を提供することは可能で

あると考えられる。SWAには説明済みであるが、緩速ろ過との併用を行

わないのであれば、濁度軽減のみであり水因性疾病の軽減には効果は無

いと考えられる。抜本的な解決のためには、アフィアマル取水口での伏

流水取水法と EPSを併せた機材の設置を行うことを SWAに引き続き働き

かけを行う。 

 この他に、洗砂機および塩素などの薬品注入機械設備の販売などの機

材提供を想定している。無償資金協力「都市水道改善計画」及び技術協

力プロジェクト「沖縄連携によるサモア水道公社 維持管理能力強化プロ

ジェクト」における、洗砂機などの入札には今後も参加を予定している。 

課題 1. 普及・実証活動 

 本事業により濁度軽減及び流量の確保についてのデータ取得により

効果の実証を行った。当初予定していた小水力によるデータ取得用電力

確保が困難であることが判明したため、商用電力への変更を行ったとこ

ろ、順調にデータ取得を行うことができるようになった経緯がある。今

後 SWAが機材の維持管理を行うが、濁度及び流量についてのデータの蓄

積を行うか否かは SWA側の判断に委ねることとなった。最終説明会の時

点では、濁度及び流量の正確なデータが取得できることと、商用電力の
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費用が軽微（月額 3,000円程度）であることから、SWA はこれらの計器

の継続使用を予定している。 

 

2. ビジネス展開計画 

サモアは人口 18万人程度であり島嶼国独特の狭い商圏である。また、

国の財政は ODAに依存している。また、カウンターパートの設備投資予

算が限られており、ビジネス展開の方法としては、伏流水取水法及び EPS

との組み合わせを軸とした展開を主軸とした前処理技術の展開を想定し

ている。SWA側とは引き続き本事業推進のための予算確保を依頼し、協

議を続けて行く予定である。展開にあたっては、現地ビジネスパートナ

ーとの連携を図ることを検討している。当面は、当社が在庫を保有する

必要はない注文発注を予定している。また、SWAによる実施が見込まれ

るまでは、当社の人員を常駐は不要であり、初期投資は軽微に抑えられ

ると考えられる。 

事業後の展開  本事業実施後は、まずはアラオア浄水場への取水口全体への伏流水取

水法の導入及び、アフィアマル取水口への伏流水取水法及び EPSの導入

について SWAと協議を継続する。特に EPSについては、隣国フィジー共

和国において我が国の協力により多数導入された実績があることを紹

介しており、強い関心を得ている。今後はこれらについての詳細見積も

りを提出し SWAによる導入が可能かどうかの協議を行う。また、商圏の

拡大を目指すために、サモアと同様の課題を抱え、対策が必要なトンガ

王国や近郊の大洋州島嶼国へ同様な水の浄化・水処理についての沖縄の

知見を活かした技術の水平展開が実現を目指したい。また、中長期的な

展開としては、上水処理を中心とした事業展開および下水処理、水道メ

ーター等の普及、販売を実施する事を予定している。事業の活動拠点は、

サモアを当面の主たる活動拠点にする予定である。 

 
ビジネス展開のイメージ（事業メニュー） 

 

 体制面では、「水ビジネス検討会」を法人化し、沖縄企業の知見を集

めた企業を作る予定である。新法人の役割としては、浄水、給水、下水

に至るまでの一連の水ビジネス関連の設計、機材販売までの知見の集合

体として、現地に相応しい工法、機材の提供を行うことである。 
 

Ⅱ. 提案企業の概要 

企業名 福山商事株式会社 

企業所在地 沖縄県浦添市 
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設立年月日 1951年 11月 

業種 卸売業及び建設業 

主要事業・製品 紙、水道資材の卸売業・一般印刷用紙、ダクタイル鋳鉄管 

資本金 5,100万円（2015年 10月時点） 

売上高 12,534,288 千円（2015年 3 月） 

従業員数 88 名 



 

1 

 

1. 事業の背景 
（1）対象国における開発課題の現状及びニーズの確認 

① 対象国の政治・経済の概況 

ア）政治の概況 

1962年に国際連合信託統治領から「西サモア」として独立を果たした。その後 1997年に

国名を現在のサモア独立国に変更し、選挙により国家元首を選ぶ選挙立憲君主制を採用し

ている。複数政党制に基づく民主政治であるが、1982年の総選挙以降は、人権擁護党(HRPP)

が圧倒的な多数票を獲得しており長期一党政権が続いている。トゥイラエパ首相は 1998年

に首相に就任後 2001 年、2006 年、2011 年の総選挙で大勝し、現在 4 期目を務めており外

務大臣も兼任している。ニュージーランド（以下 NZ）及びオーストラリアと緊密な外交を

構築しており、更に南太平洋地域諸国との関係を重視している。軍隊は保有しておらず、

有事の際には NZとの友好条約に基づいて支援される事になっている。尚、外務省資料及び

NZ 学会資料によれば、NZ、ハワイ州、カリフォルニア州に在住するサモア人の居住者数の

合計（約 25万人）は国内人口（約 18万人）を上回るレベルである。 

我が国の対サモアへの援助方針については、外務省ホームページでも「同国は独立から

一貫して親日的であり、これまで国際場裏における我が国の立場や国際機関の選挙での我

が国の立候補を支持するなど、良好な二国間関係 を築いているが、近年、新興ドナーの影

響力拡大による我が国の存在感の相対的な低下が指摘されている。同国の自立的・持続的

な発展の後押しと二国間関係の強化のため、継続的な支援が重要である。」とされている。 

 

イ）経済の状況 

島嶼国であり、国際市場から遠方である地理的な要因と国内市場が小さいという要因が

経済成長の阻害要因となっており、消費材の多くを輸入に依存する典型的島嶼国の経済構

造を有する。 

近隣国であるオーストラリアや NZ、そして我が国からの支援額が高く、特にオーストラ

リアの存在感は非常に高い。また、その援助の内訳を見ると、教育・保健・社会支援部門

等の所謂ソフト面での支援が 70%を超え、インフラ等のハード面での支援を大きく上回って

いるのも特徴的である。サモアは気候変動による大型のサイクロンの影響を受け易い地域

であり、2004年、2012年には大型サイクロンが上陸し被害が発生した。また、2009年 9月

29 日に発生したサモア沖地震で大規模な津波が発生し、ウポル島南部には特に大きな被害

をもたらした。サモアの首都アピアでも 140cm の津波を観測した。サモア、米領サモア及

びトンガでの死者の数は 140人に達した。 

農林水産業や観光業が主たる産業であるが、リーマンショック時の経済危機により、海

外からの資金流入の減少により国内経済が疲弊した。農業従事者が労働年齢人口の 3分の 2

を占め、ココナッツ製品（ココナッツオイル、ココナッツクリーム、ココナッツパウダー

等）等の農作物が輸出総額の 90%近くを占めている。前述した国内総人口を超える海外在住

のサモア人からの海外送金が外貨獲得の主たるソースであり、このため島嶼国であるサモ

アもグローバル経済の影響を大きく受ける構図となっている。下記の経済指標のデータか

らも明らかなように、島嶼国特有の、国内市場が小規模であり、観光や農業、漁業の他に

は産業が乏しく、生活必需品や食品の多くなどの消費財の多くを輸入に依存しており、慢

性的な貿易赤字に陥っている。GDPの 25%近くを占める重要産業である観光業も、経済危機

により減少しており貿易収支悪化の一因である。 

サモア統計局によると1、15 歳から 65 歳未満の労働年齢人口のうち、正規雇用者は 20%

程度であり、残りの多くは農業や漁業等に従事している。 

主たる産業である農林水産業や水産業では、主たる取引相手国は、オーストラリアや NZ
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であるが、サモア国内での工業では我が国の自動車部品製造の企業が現地での生産を行っ

ており、雇用を創出するなど現地経済に寄与している。人的資源に関しては、識字率は 98%

と高く、公用語は英語とサモア語である。英語教育は初等教育（5 歳から 13 歳、1 年生か

ら 8 年生）の 4 年から開始される。しかし、所轄の行政機関である教育文化スポーツ省に

よると実際には英語についていけず学習の進捗に支障のある児童が多いとのことである。

初等教育までが義務教育であるが、その後の高等教育への就学率は 65%であり、大学進学率

は約 10%である。 

雇用条件及び労働争議調停などは、労働雇用法（Labour and Employment 1972）に定め

られている。民間部門における法定最低賃金は 2.2WST、日本円でおよそ 116 円である

（1WST=53.015円：2016年 1月）。 

 

表 1：サモアの主な社会及び経済指標 

 
（出典：World Development Indicators Online (December 2014) World Bank、FAO Food Balance Sheets 

(June 2014) FAOSTAT Homepage、 Human Development Report (2005)(2014) UNDP、International Financial 

Statistics Online (January 2015) IMF）） 
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図 1：サモアの GDPの成長率の推移 

（出典：サモア政府統計局資料 Gross Domestic Products December2014 Quarter） 

 

表 2：サモア国の総貿易額(2013) 

 総額 

（百万米ドル） 
相手国 品目 

輸出 179.2 
米領サモア、米国、NZ、オース

トラリア、台湾 

魚介類、ビール、ココナッ

ツクリーム等 

輸入 474.7 
NZ、オーストラリア、米国、シ

ンガポール、中国 

食料品・食肉、機械・輸送

機器、製造品 
（出典：ADB） 

 

② 対象分野における開発課題 

 サモアの上下水事業を管轄している SWAは、サモア国内の人口の約 85%に上水を提供して

いる（人口約 188千人のうち、給水人口は約 160千人：出典 SWA 年報 2013-2014）。 

SWAへのヒアリングによるとその内の 1/3以上は適切に処理された水の供給を受けている

が、給水人口のうち 2/3 が未処理・未消毒の給水を受けている状態である。都市部の郊外

や地方部については、井戸や表流水の原水が未処理・未消毒のまま供給されており、給水

人口の 12は村落が独自で運営している状態であることがわかった。 

首都のアピアの人口は 37千人であり、その全てに水道水が給水されている。しかしなが

らアピアの 10 の給水区のうち 6 給水区で未処理・未消毒の水道水の給水がなされている。

乾期には水源水量が減少するため断水が発生することがあり、雨期や降雨時には濁度が上

昇する。アピアの 10 の給水区それぞれにおける課題の調査を行った。特に提案事業の活用

により濁度軽減が必要とされる箇所の洗い出しを行った。 
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図 2：1890年からの降水量と気温 

（出典： Climate Variability, Extremes and Change in the Western Tropical Pacific: New Science 

and Updated Country Reports,2014） 

 

 
図 3：2004年から 2014年のアピア市の月別の平均降水量 

（出典： World Weather & Climate Information） 

 

 
図 4：サモアの年間降水量地域分布 

（出典： Catalogue of RIVERS for Pacific Islands, WMO,EU, UNESCO 2012 年発刊） 
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表 3：アピアの 10給水区について 

番

号 
給水区名 処理方法 その他 

1 
Fuluasou 

（フルアソウ）  
緩速ろ過浄水場 

生物浄化法を活用。設計浄水量は 5,915

㎥/日。沈殿池(2池)、粗ろ過(4池)、

砂ろ過(5池)浄水場の中で唯一補完的

な取水ポンプの設置あり。 

2 
Malololelei 

（マロロレレイ） 
緩速ろ過浄水場 

生物浄化法を活用。設計浄水量は 1,860

㎥/日。沈殿池(1池)、粗ろ過(2池)、

砂ろ過(3池) 

3 
Alaoa（アラオア） 

（本事業対象地） 
緩速ろ過浄水場 

生物浄化法を活用。設計浄水量は 9,125

㎥/日。沈殿池(2池)、粗ろ過(4池)、

砂ろ過(5池) 

4 
Fagalii 

（ファガリイ） 
急速ろ過浄水場 

2009年に EUによる支援で建設。設計浄

水量は 480㎥/日。 

5 
Tapatapao  

（タパタパオ） 
未浄水処理 

1993年の SWA設立以前に建設。水源の

送水管は古く腐食が激しい。（SWA職員

へのヒアリングによる）無償資金協力

「都市水道改善計画」対象給水区 

6 
Vailima 

（ヴァイリマ） 
未浄水処理 

1979年代後半に建設。漏水が多い。無

償資金協力「都市水道改善計画」対象

給水区 

7 
Afiamalu 

（アフィアマル） 
未浄水処理   

8 
Magiagi 

(マギアギ) 
未浄水処理   

9 
Vaitele 

（ヴァイテレ） 

取水堰 

（未浄水処理） 
EU支援により取水堰を建設 

10 
Vaivase-Uta 

（ヴァイヴァセ-ウタ） 
未浄水処理 

無償資金協力「都市水道改善計画」対

象給水区 

  

本事業対象地であるアラオア浄水場では、設計浄水量を大幅に上回る 13,000 ㎥/日以上を

送水している。これは、漏水を中心とした無収水率が 50%を超えていることが主たる原因で

ある (SWA 職員へのヒアリングによる)。そのため、アラオア浄水場を含む、各浄水場は過

負荷操業をしている状態が続いている。 

以下に上記 10給水区の内、4つの浄水場と 2つの取水口の様子を記す。 
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表 4: 浄水場と取水口の様子 

 

Fuluasou（フルアソウ）浄水場 
 

 

浄水場は生物浄化が機能している状況を確認。しかし、

無収水率は 70%程度と大変高い状態が続いているため、

アラオア浄水場を超える送水率が余儀なくされている。 

SWA へのヒアリングによると平均送水率は以下のとお

り。 

2010/2011年の平均送水率 268% 

2011/2012年の平均送水率 124% 

2012/2013年の平均送水率 260% 

2013/2014年の平均送水率 234％ 
 

 
 

水源地の様子であるが、施設管理者へのヒアリングで、

本事業対象地と同様に雨期の降雨時には濁度が高くな

り十分な処理ができていないことが判明した。 

 

 

 
 

一部補完的な取水ポンプが設置されている。 

  

Malololelei（マロロレレイ）浄水場 
 

 
 

浄水場は生物浄化が機能している状況を確認。しかし、

無収水率は 80%程度と極めて高い状態が続いている。設

計浄水量よりも大幅な送水を余儀なくされている。SWA

へのヒアリングによると平均送水率は以下のとおり。 

2010/2011年の平均送水率 178% 

2011/2012年の平均送水率 152% 

2012/2013年の平均送水率 142% 

2013/2014年の平均送水率 128％ 
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Alaoa 浄水場と同じく重力による自然落下で設計さ

れており、運営に伴う維持管理費用の低減が図られてい

る。 

水源地の様子であるが、施設管理者へのヒアリングで、

本事業対象地と同様に雨期の降雨時には濁度が高くな

り十分な処理ができていないことが判明した。 

 

Alaoa（アラオア）浄水場 

 

 

本事業実施地である Alaoa 浄水場は生物浄化が機能し

ているが、無収水率が 60%程度と高い状態が続いてお

り、設計浄水量よりも大幅な送水をしている。SWAへの

ヒアリングによると平均送水率は以下のとおり。 

2010/2011年の平均送水率 152% 

2011/2012年の平均送水率 133% 

2012/2013年の平均送水率 164% 

2013/2014年の平均送水率 143％ 

Fagalii（ファガリイ）浄水場 
 

 
 

フランスの Farmax 社製のコンパクトユニットを活用

した急速ろ過設備を導入している。送水量は 480 ㎥/日

と少ない。 

 

 

未浄水処理水地区の様子 

Afiamalu（アフィアマル）取水口 
 

 

SWA 総裁の Jammie 氏より、サモアの給水区の中で最も

状況が悪いのはアフィアマルであり、当社の現地視察を

希望していた。 

2014年 10月視察時は乾期ということもあり、取水量が

極めて少ない状態であったが、取水口付近には小さな虫

が涌いている状態であり、川に塩ビ管を繋いだだけの状

態であった。帯同視察した SWA職員によると、取水口付

近の落ち葉をたまに取り除く程度しかしておらず、殆ど

何もしていない状態であるとのことであった。 
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Vaitele（ヴァイテレ）取水口 
 

 
 

EU の支援により土砂や流木などをくい止める小型堰を

新設。 

伏流水を使用せずに、堰の下部に取水管を設置して送水

している。 

本事業と異なり表流水取水法を用いているため、濁度軽

減への寄与は大きくないと考えられる。 

 

 これらの給水場視察及び SWA職員等との面談を通じて以下の課題が確認できた。 

 雨期においては、原水の濁度が高くなり浄水場への負荷が高くなっている。また未

浄水地区では、濁度が高いまま給水がなされている。 

 乾期においては水量が少ない時には断水が発生している（SWAは給水車により一部

対応をしている状態である。極一部の住民は貯水タンクの設置を行っているが普及

率は非常に低い。SWAによると普及率の統計資料は無い状態である。）。断水は、

給水地区によって異なるが、Tapatapao地区は、1日平均 12時間、Vailima地区は 1

日平均 8時間のみ給水を行っている。 

 漏水を主因とした無収水率が 50%以上と高い。 

 従量制（水道メーター設置地区）、定額制（水道メーター非設置地区及び未浄水地

区）が混在している。そのために、定額制の地域では水を一日中使用していたりし

て、使用量が多い（1日・1人あたり使用量約 250リットル）。 

 水源が川や湧水でありダム等の貯留施設が無いため、水不足に対して脆弱である。 

特に、先の 2 つの課題については、気候変動による渇水やサイクロンの影響による水不

足や濁度が高くなるなどの変化が見られる。更に、塩素を使用しない未浄水処理の状態で

は、水系感染症（水因性疾病）のリスクが高い状態が続いている。 

給水車に関しては、乾期の特に雨量が少ない時期に 2−3 日に渡り給水を受けることがで

きない住民に対して実施されている。（アピアの給水区は別添資料 6参照） 
 

サモア国家開発戦略（Strategy for Development of Samoa:以下 SDS） 2012-2016 では

「国民の生活の質の向上」をビジョンとし、水供給を重点分野の一つとして掲げている。

SDS 2012-2016においては、サモアが抱える開発課題毎に Key Outcomeを設けている。対象

分野に関しては、Key Outcome 9として、安全で信頼できる水道への恒常的アクセスが取り

上げられている。このように上下水道の整備はサモアにおける大きな開発課題であり、SWA

が中心となり、我が国による ODA の支援や他のドナーの支援を得ながら解決を目指してい

る。 

 SWA の業務は、日本の自治体が運営する水道事業とほぼ同じであり、水源地からの取水、

浄化処理後に配水、水道料金の徴収といった独立採算により水道事業を運営している。し

かし、政府からの補填や海外からの資金協力が無ければ財政的に成り立っていないのが現

状である。 

また、サモアの各浄水場は雨季の濁水率が高く、乾季は給水量不足が課題となっている。

雨期の濁水は、粗ろ過池の名処理設備では対応できず砂ろ過池まで濁水が到達している。

平成 24年度政府開発援助海外経済協力事業委託による「案件化調査」（サモア：アピア近

郊に再生可能エネルギーを使った沖縄・宮古島モデル案件化調査）においてアラオア浄水

場において実際に測定した時には 1,100NTUという高濁度を記録している。濁水が砂ろ過池
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に到達すると、ろ過砂表面に泥が堆積し、水を浄化する生物群集にも悪影響が出ている。

これにより泥の搔き取り作業等の維持管理作業が増加している。 

 

 水因性疾病について 

ADB支援のマスタープランによると、主たる水因性疾病は、腸チフス、下痢であるとして

いる。サモア保健省（Ministry of Health：以下 MOH)は、WHO と共同で水因性疾病の情報

を収集している。サモアにおいて大規模な腸チフスの流行は 1993年のサイクロン後に発生

した。有症率は 10万人あたり 270件である1。 

一方、MOHにヒアリングしたところサモアにおいて下痢は呼吸疾患に次いで罹患数が多い

状態であり、雨季に多く発生するとのことである。 

サモアにおける浄水処理において、バクテリア及び寄生虫を処理する方法として緩速ろ

過、バクテリア及びウィルスを処理する方法として塩素処理を実施している。アラオア浄

水場では雨季の高濁時においても流入量を制限せず、沈殿池が波立ち充分な沈殿効果が得

られない状態で、粗ろ過から砂ろ過へと流入し、濁質により砂層の目詰まりが発生してい

る。そのため、頻繁な砂の掻き取りにより砂層が薄く（50cm 程度）になっており、充分な

浄水処理を行えていない状態である。取水段階で濁度を低減した原水を得ることは、砂ろ

過の砂層の目詰まり頻度、砂の掻き取り頻度を少なくすことで、過度の砂掻き取りを減ら

し、砂層が薄くなることを防ぐことにつながる。そのため、伏流水取水法を活用すること

により、浄水場が十分な浄水機能を維持することで、バクテリア等を除去できるようにな

り水院性疾患の軽減への貢献が期待できる。 

 

 
図 5：サモアにおける腸チフスの発生件数の推移 

(出典： MOH（2015年）） 

 

 

 
2 ：出典：Kellogg Brown & Root Pty Ltd, 2011 
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図 6：2009-2011の月ごとの腸チフス発生件数 

(出典： MOH(2013年)) 

 

表 5：胃腸炎及び下痢の罹患者数の推移 

年度 2006 2007 2008 2009 

罹患者数（人） 1,093 1,327 1,740 2,019 

 

 

 
(出典: Kellogg Brown & Root Pty Ltd, 2011 Integrated Apia Master Plan For Water, Supply, Sanitation 

& Drainage, Final Master Plan, 2011) 

 

・ 気候変動について 

サモアの降水量のおよそ 75%が雨季に集中している。ほぼ 1年を通して南東の貿易風が吹

いている状態である。歴史的に見て 12 月から 2 月までにサイクロンが発生している。UN 

HABITAT の Cities and Climate Change Initiative Apiaの Climate Change Vulnerability 

Assessment （2014 年 8 月）によると、エルニーニョ現象の影響で過去 10 年の間に乾季に

おいてもサイクロンが発生している。豪政府の太平洋気候変動科学プログラム（Pacific 

Climate Change Science Program: PCCSP, 2011）によるサモアの研究において、2050年ま

でに、36cmの海面上昇、年間 1.2%の平均雨量増加、最大風速の 7%の増大、0.7度の最大温

度の増加が予測されている。 
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図 7:：アピアの 1959年から 2005年の平均気温 

(出典： Pacific Climate Change Science Programme, 2011) 

 2012年のサイクロン Evanが発生した時には、中部アピアにおいて最大 2ｍもの洪水を記

録した。河川の氾濫によって泥の層が露出する結果となり、水が引けた後においても土壌

侵食の傷跡を残した。近年の主な自然災害と損害は次のとおりである。 

 

表 6：サモアにおける自然災害による損失額 

 
(出典： WB 2010年調べとサモア政府の 2013年調べに基づき作成) 

 

③ 対象国の関連計画、政策（外交政策含む）および法制度 

ア）サモアの水分野における関連政策 

2004年に Planning and Urban Management Act (計画・都市管理行動規範)が制定された。

2007 年に内閣で、国家水資源戦略(NWRS)が承認され、2008 年 11 月に国会で承認、2009 年

4月施行され水資源管理行動規範（Water Resources Management Act)が制定された。 

SDS 2012-2016 の中では、水供給を重点分野の一つとして掲げて、安全な給水や水源管

理などへの取組みが必要としている。この SDS 2012-2016における関連政策と主要指標（利

用者満足度）は以下のとおりである。 

(政策)・ 効果的かつ持続可能な管理システムの強化 

・ 包括的であり持続可能な水源管理 

・ 国家水質基準に合致した安心な上水へのアクセス 

・ 改善された衛生設備及び下水設備へのアクセスの増加 

・ 排水ネットワークの品質向上 

(指標)・ 利用者（顧客）満足度 

・ 承認済み及び実施中の流域管理プラン数 

・ 修繕実施流域面積 

・ 安全で信頼できる給水へのアクセスが可能な世帯数 

・ SWAの給水区域における無収水率 

災害内容 
資産損害額 

(単位：百万米ドル) 

GDPロス 

(単位：百万米ドル) 

GDPに占める割合 

（単位：%） 

サイクロン Ofa (1990) 166 15 113 

サイクロン Val (1991) 388 36 260 

サイクロン Heta (2004) 1 4 2 

津波(2009) 54 5 38 

サイクロン Evan(2012) 103 100.6 29 
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・ 水質基準への準拠 

・ 独立給水区の管理改善 

・ 衛生設備へアクセスが可能な世帯数 

・ 上下水道のコストリカバリー 

 

サモア国民の健康と水由来の罹患率を抑制する為に、安全で信頼できる飲み水へのアク

セスが重要であり SDS 2012-2016 では衛生や排水ネットワークの改善が不可欠であるとし

ている。 

更に SWA は水の損失と漏出の抑制、水質の向上、保健省の設ける水質基準の達成のため

に、主要指標として、利用者満足度向上、整備された流域の累計面積（ha）、安全な上水

へのアクセス可能世帯の比率、料金未回収水の回収強化等を掲げている。 

また、サモア天然資源環境省（MNRE）は、2012年 6月 Water for Life-Water & Sanitation 

Sector Plan 2012-2016 を発行した。これは、給水に関する指標を 8項目、水質に関しては

2項目に分類し、それぞれに関して年度毎に達成目標値を設けている。例えば、給水サービ

スでは、安全で安価な浄水給水へのアクセス増加として、給水率目標を 2016 年までに 2010

年度の 76%から 88%まで引き上げ、水質では、水因性疾患に関する報告書作成回数を 2010

年度の年 3回から 2016年までに毎月作成することを目標として設定している。また、保健

省は表 7の通り WHOガイドラインに準拠した水質基準を設けている。 

 

表 7：SWAの業務施行に関連する法律、規制 

 タイ卜ル名 (和名は独自訳） 

1 Samoa Water Authority Act 2003 （SWA行動規範 2003） 
 

2 Samoa Water Authority Sewerage and Wastewater Regulations 2009 

（SWA 下水道と廃水規則 2009） 

3 
Public Bodies (Performance and Accountability) Act 2001 

（公共事業体 パフォーマンスとアカウンタビリティ 行動規範 2001） 

4 Public Finance Management Act 2001（公共財政管理行動規範 2001) 

5 Labour & Employment Act 1972（労働と雇用行動規範1972) 

6 Water Resource Management Act 2008（水資源管理行動規範2008）  

7 Cabinet Directives (FK); applicable to SWA and Government Corporations 

（内閣指令：SWA及び政府系組織向け） 
8 Samoa National Drinking Water Standards 2008（サモア国飲料水基準 2008) 

9 SWA Engineering Standards 2003（SWA技術者基準 2003) 

10 International Accounting Standards (IAS)(国際会計基準) 

11 Trade Waste Policy 2011（廃棄物貿易政策 2011） 

（出典: Samoa Water Authority, Corporate Plan 2013-2015） 

 

表 8：保健省の設置している水質基準と WHOガイドライン 

成分 SNDWS ガイドライン(mg/L) WHO ガイドライン (mg/L) 

アルミニウム 0.2 - 

ヒ素 0.01 0.01 

塩化物 250 250 

クロミウム 0.05 0.05 

銅 1 2 

シアン化物 0.08 - 

フッ化物 1.5 - 
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鉄 0.3 0.3 

マンガン 0.1 0.4 

硝酸塩 50 50 

亜硝酸塩 3 3 

アンモニア窒素 1.5 NA 

残留塩素 0.2-0.5 >0.5 

パラメーター 最大値 最大値 

伝導率 1000 uS/cm 0.05 S/m 

J'H  6.5-8.5 6.5-8.5 

塩分 250 mg/L . 

個体分解 1000 mg/L 500 mg/L 

汚濁 5NTU   

微生物標準 最大値 最大値 

大腸菌合計 0 / 100-ml 10 

E大腸菌合計 0 / 100-ml  0 

(出典: SWA資料) 

イ）設計基準 

SWAは、上水道に係る設計基準として以下に示すSWA水供給技術基準 (SWAES：SWA Engineering 

Standard)を2003年に整備した。 

Part 1: Introduction（序章） 

Part 2: Design Levels of Service（サービスのデザインレベル） 

Part 3: Materials and Products Standards（材料と製品標準） 

Part 4: Construction Standards（建設標準） 

Part 5: Standard Drawings （標準的な設計） 

設計時の各施設における水需要量は上記設計基準におけるPart2に記載があり、下記のとおり。 
 

表 9：水需要量の設計 

分類 
平均一日使用 

水量 

日最大使用 

水量 1 

時間最大使用 

水量 2 

時間最大時の住宅地に対す

る住宅地以外の比率 3 

住宅地 

（生活用水） 
2kL/家/日 4 2.8 kL/家/日 0.08kL/家/秒 100% 

病院 0.35 kL/床/日 0.5 kL/床/日 0.015 kL/床/秒 100% 

ホテル 0.7kL/床/日 0.98 kL/床/日 0.028 kL/床/秒 100% 

レストラン 0.05 kL/席/日 0.07 kL/席/ 日 0.001 kL/席/秒 100% 

商業用水 

(店舗等) 
30 kL/ha/日 42 kL/ha/日 0.73 kL/ha/秒 75% 

オフィス、学校、

大学 
0.025 kL/人/日 0.035 kL/人/日 

0.001 

kL/人/秒 
60% 

工業用水 ケースバイケースにより決定する 

    （出典：SWA資料） 
 

1：水源、浄水場、送水管、配水池、井戸等の設計に使用  

2：二次配管、枝管の設計に使用 

3：住宅地の時間最大使用量に対する住宅地以外の時間最大流量の比率  

4：250L/人/日、及び 1戸当たり平均 8人を想定、20%の漏水を含む 
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ウ）水道料金体系             

 SWA は、2009 年 1 月より水道メーターを設置している一般家庭には 3 段階の料金徴収を

行っている。また、大口使用者については 2 段階の料金設定をしており、水道メーターを

設置していない定額料金対象者には、一般家庭と大口使用者と徴収金に差を設けている。 

  

表 10：水道料金体系（2009年から 2016年 2月現在まで） 

①一般家庭 

段階 使用量（㎥/月） 料金（WST/㎥） 

1 段階 未使用-15 0.5 

2 段階 15-40 1.4 

3 段階 40を超える部分 1.9 

②法人等の大口使用者 

1 段階 40 以下 1.5 

2 段階 40を超える部分 2 

③定額料金 

一般家庭 12 20 

法人等の大口使用者 12 32 
 

(出典：SWA 年報 2012-2013、1WST（サモア・タラ）=53.015円：2016年 1月 

 

エ）外国投資全般に関する各種政策及び法制度 

 サモア政府は、民間部門投資の促進が「持続可能な発展に向けた生産力の向上」という

国家開発目標達成のための第一歩であると考えており、民間セクターの事業環境の改善・

強化や投資の推進を奨励している。一方で、国内の民間セクターだけでは上記の目標を達

成しえないことも認識しており、海外直接投資を積極的に受け入れることで、新たな資本

や技術、マネジメントスキルの流入を通じた経済強化を図っている。 

外国人投資家は、外国投資改正法及び外国投資規制 2011の下で明記されている、国内事業

者向けに留保又は制限された一部の事業活動を除き、様々な事業分野で規制なしに投資を

行うことができる。また、憲法第 14条（財産に関する諸権利）はサモアにおける全ての外

国投資に対して適用され、関連する法律（著作権法 1988、知的財産法 2013）も同様に適用

される。サモア政府は、経済における全ての分野で投資を奨励している。主な投資機会と

して、観光業、水産業、食品加工、エンジニアリング、材木及び家具、ココナッツ、衣服

及び布産業、サービス部門分野が挙げられている 

 

(a)外国人投資家による事業開始に係る諸手続き 

事業開始に係る諸手続きとして、外国人投資家がサモアで事業を立ち上げる際には、ま

ず以下の 3ステップを踏む必要がある。 

 (i)会社の登録 

 外国人投資家が会社を立ち上げたいと考える場合、商業産業労働省(Ministry of 

Commerce, Industry and Labour)において会社の登録をしなければならない。登録作業は

オンラインで行い、会社情報の入力等をする。 

 (ii)外国投資許可証の取得 

 2000年外国投資法(Foreign Investment Act 2000)及び 2011年改正法では、全ての外国

投資事業に対して、MCIL産業開発投資推進部(Industry Development and Investment 

Promotion Division)から外国投資許可証(Foreign Investment Certificate)を事業開始前

に取得することを義務づけている。この許可証は、関連する事業実施期間中は有効である。

事業を会社として立ち上げる場合は、上述の会社登録の際に発行される登録番号及び登録

日が必要となる。さらに、全ての外国人投資家は、2011年外国投資改正法で定められた「留
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保リスト」に記載されている事業への参入が禁止されている。 

※留保リスト記載事業：一般市民向けのバス及びタクシーといった運送業、レンタル自動

車、小売業、製材加工、伝統衣装のデザインやプリント事業。 

また、外国投資許可証は、事業許可や労働許可の申請の際にも必要となる。外国人投資家

は、許可証の登録日より 2年以内に事業を開始しなければならず、これを過ぎると許可証

は無効となる。外国人投資家には、すべての産業部門で 100%の所有権が認められている。

（ただし、参入制限のある事業に関しては例外） 

 (iii)事業許可の申請 

 外国投資許可証の取得後、外国人投資家は個人、共同企業体、もしくは会社のいずれか

として、事業許可の申請が求められる。 

 

(b) 法人税 

 居住・非居住に関わらず、法人税率は 27%が課せられる。（2007年 1月 1日より適用、

以前は 29%）小規模事業税等が課される。 
 

④ 対象国の対象分野における ODA事業の事例分析及び他ドナーの分析 

ア）日本の ODA事業 

我が国の経済協力としては、外務省データによれば 2013 年までの累計として(1)有償資

金協力 45.98億円、(2)無償資金協力 276.81億円、(3)技術協力 130.34億円となっている。 

外務省が公表している対サモア国の国別援助方針（2014年 4月）開発課題 1-2気候変動対

策における、防災プログラムとして、自然災害による被害の最小限化を目的に気象局を中

心とした気候予報官の能力強化のための研修と、コミュニティレベルの防災及び災害対策

能力を向上させ、サイクロン・地震・津波等に対する早期警戒網と対処体制の構築を支援

するとしている。既に後述するサモア水道事業運営（宮古島モデル）支援協力（草の根技

術協力 2010年 4月から 2013年 3月）ならびに地方給水向上（草の根無償 2006年 4月か

ら 2008年 3月）が実施された他、アラオア浄水場の建設等に支援が実施されている。また、

2013年 9回 JICA理事長賞にサモア水道事業運営（宮古島モデル）支援協力（草の根技術協

力）が選ばれている。 

 サモア国を含む大洋州地域の数か国を対象に安全な水道水の安定的供給実現のための水

道施設維持管理能力向上を目的とした「緩速ろ過を使用した上水道の管理技術研修」（草

の根技術協力事業：2006-2009 年）を実施するとともに、水資源の保全管理 及び効率的利

用に関する知見の移転を目的とした「島嶼における水資源保全管理」（課題別研修：2010

年～2012年）を実施してきた。また、現在サモア国を対象に浄水技術の向上、 雨期の濁り

水対策、漏水対策のための研修及び専門家派遣を行う「サモア水道事業運営（宮古島モデ

ル）支援協力」（草の根技術協力事業：2010-2013 年）を、沖縄県古島市の協力を得て実施

中である。 

2012 年 5 月に開催された第 6 回太平洋•島サミットでは、①自然災害への対応、②環境•

気候変動、③持続可能な開発と人間の安全保障、④人的交流、⑤海洋問題の 5 分野につい

て今後 3年間で最大 5億ドルの支援を行うとされており、本件は環境•気候変動分野に位置

づけられる。2011 年 8 月にサモア国政府は我が国政府に対し、首都アピアにおける SWA 管

轄給水システムの一部に係るリハビリテ一シヨンのための無償資金協力を要請した。対象

となる給水システムはタパタパオ、ヴァイリマ、ヴァイヴァセ•ウタ、マギアギの 4地区（合

計給水人口約 8,300 人）であり、いずれも浄水処理が行われていないため雨季には濁度が

高くなる他、乾季の水不足、水道管の腐食と漏水、水道メーター未整備等の問題を抱えて

いる。そのため、SWA を実施機関として、以下を行うことが要請されている。 

・取水施設、浄水施設および配水施設、並びに水道メーターの設置 

・SWA職員の施設維持管理能力向上のための研修の実施 

 その他に EUなどの財政支援を受けながら、給配水に係るプロジェクト等を実施している。 
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2015 年 5 月に開催された第 7 回太平洋・島サミットでは、太平洋島嶼国の優先課題に解

決に向け、継続的かつ一貫した取組が必要であり、今後 3 年間、①防災、②気候変動、③

環境、④人的交流、⑤持続可能な開発、⑥海洋・漁業、⑦貿易・投資・観光の 7 つの分野

に焦点を当て、協力を進めていくと決定した。日本は太平洋島嶼国の自立的発展を促進す

るための協力として、今後 3 年間で 550 億円以上の支援を提供していく予定である。また

それと同時に 4000人の人づくり・交流支援にも力を入れると表明している。これらに加え

て、太平洋島嶼国の気候変動対策能力強化や日本とのビジネス交流を一層進めていくと発

表した。本件についても引き続き、優先課題の一つとして重要視されている。 

本事業は、そのサモア国の浄水場への高濁水の流入を食い止める為の前処理の実現を目

的としている。我が国の援助方針や支援内容には水道水の安定供給実現の為の手法として

合致している。さらに太平洋・島サミットにおいては、気候変動及び環境面に対する優先

課題に合致している。本事業を発展させていくことにより、SWA職員の伏流水取水設備の維

持管理能力向上を図ることにも寄与する。 

 

 

表 11：我が国の ODA事業の例 

 

草の根技術協力

事業 
サモア水道事業運営(宮古島モデル)支援協力 

実施期間 2010年 4月-2013年 3月 

事業の実施体制 宮古島市、SWA 

主たる特徴 微生物によるエコロジカルかつ安価で維持管理が可能となる生物浄化

法（緩速ろ過法）の導入 

その他 SWA 管理職員に紹介し、研修員の沖縄への受け入れを実施し、技術伝承

に寄与。 

 

準備調査 都市水道リハビリテーション計画  

実施期間 2012年 12月-2014年 2月 

事業の実施体制 JICA、SWA 

主たる特徴 取水・導水施設（約 5㎞）の改修、浄水場（日量 1,440 ㎥）2カ所の建

設、ポンプ場・配水池・送配水管網の建設・改修、水道メーターの設置 

その他 浄水場の運転・維持管理などのソフトコンポーネントについて概略設

計、事業計画の策定、概略事業費の積算などを実施。 

  

課題別研修 大洋州島嶼における水資源管理・水道事業運営研修 

実施期間 2013年 7月-2013年 8月 

事業の実施体制 JICA、パプアニューギニア、フィジー、バヌアツ、サモア、クック諸島 

主たる特徴 沖縄県及び宮古島市などの自治体が実施してきた水資源の保全と管理

に係る経験やノウハウ、政策などを講義すると共に現地施設を実施。島

嶼国水管理行政担当者のキャパシティデベロップメントに寄与。 

 

課題別研修 沖縄連携によるサモア水道公社維持管理能力強化プロジェクト 

実施期間 2014年 8月-2019年 7月 

事業の実施体制 JICA、SWA 

主たる特徴 沖縄県及び宮古島市などの協力を受け、SWA に対しては漏水修理及び探

知などの能力強化を実施してきたが、漏水率は依然として高く、水質も

向上が望まれている。洗砂器、電磁流量計等を導入するとともに、担当
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者のキャパシティデベロップメントに寄与。 

 

課題別研修 都市水道改善計画 

実施期間 2014年 2月-2017年 7月 

事業の実施体制 JICA、SWA 

主たる特徴 原水のまま給水されている首都アピアの 3 つの給水区を対象に、取  

水設備の改善、浄水場（2カ所）、導水管、送配水施設等の建設を行う。 

 

イ）他ドナーの事業 

サモアの水分野に対する他の主たるドナーは、EU、世界銀行(WB)、アジア開発銀行(ADB)、

ニュージーランド国際援助開発庁(NZAid)及びオーストラリア外務貿易省（DFAT；AusAIDは

2013年 11月に DFAT へ併合）である。 

 

 

 

 

表 12：他ドナーの事業概要 

事業名 Rural Water Supply Project  

実施期間 2000年-2003年 

事業の実施体制 EU、SWA 

主たる特徴 
浄水場の設備導入や給水池への堰建設（プロジェクト予算:1,573千ユー

ロ） 

 

事業名 Project Design Assistance 

実施期間 2005年-2006年  

事業の実施体制 EU、SWA 

主たる特徴 浄水場の設備導入や給水池への堰建設。 

 

事業名 Water Treatment Plant Installation Vailele Scheme 

実施期間 2013年  

事業の実施体制 EU、SWA 

主たる特徴 浄水場の設備導入や給水池への堰建設。 

  

事業名 Samoa Post-disaster Needs Assessment Cyclone Evan 2012 

実施期間 2012年  

事業の実施体制 WB 

主たる特徴 
サモアに甚大な被害をもたらした 2012年のサイクロン Evanによる被害

後のニーズアセスメントの実施 

 

事業名 
Integrated Apia Master Plan for Water Supply, Sanitation and 

Drainage (2010)2 

実施期間 2010年  

事業の実施体制 ADB 

主たる特徴 
アピアにおける給水、公衆衛生及び排水についてのマスタープランの作

成（プロジェクト予算:600 千米ドル） 
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事業名 Samoa Drainage and Sanitation 

実施期間 2006年 11月-2011年 6月 

事業の実施体制 ADB 

主たる特徴 
アピア中央部における下水道システムを中心とした公衆衛生の改善の

為の技術協力プロジェクトを実施（プロジェクト予算：8,400千米ドル） 

 

事業名 Samoa Post-disaster Needs Assessment Cyclone Evan 

実施期間 2012年  

事業の実施体制 NZAid及び（旧）AusAID 

主たる特徴 

NZAid及 AusAIDの両者で Samoa In Country  Program3を実施 

AusAid は災害復興支援のための資金提供や組織強化（洪水に関する専門

家派遣の実績あり）を目的とした支援を実施。AusAID の支援で SWA組織

強化プロジェクトも実施。（プロジェクト予算：約 3,000 千米ドル） 
2 http://www.adb.org/projects/41213-012/details  
3 http://www.gfdrr.org/sites/gfdrr/files/SAMOA_PDNA_Cyclone_Evan_2012.pdf 

 

・EUの支援及び現在の取り組み 

 EUの支援で建設されたユニット式の急速ろ過機は、電気を使わず自然流下でろ過を行い、

浄水を浄水槽まで送るシステムとなっている。ユニット式の急速ろ過機は、凝集剤により

濁質を大きく成長させるフロック形成塔と形成したフロック（濁質の塊）を沈殿させる沈

殿槽のユニットと、急速ろ過機のユニットから形成されている。本ユニットの特徴は、急

速ろ過機の砂ろ過表面に付着した濁質を除去するために、サイフォンの原理を利用して、

電気を使わず自動逆洗が行う機能が特徴である。しかし、濁質が沈殿しやすい大きさと重

さに成長するための滞留時間が短すぎるため、濁質が沈殿除去できずに砂ろ過表面に溜ま

るため、逆洗によりそれが除去できず、結果的に浄水装置が機能しない状態になっている。 

  また、凝集剤注入装置は水流で動くピストンポンプを採用しているが、ピストン部が閉

塞して使用不能な状態となっているため凝集剤が注入されず、フロック形成することなく

急速ろ過槽に流れ込んでいる状態である54。 

 EUサモア事務所の John Stanley氏（Head of Techinical Office）と 2015年 10月 22日

に EUの支援方針や現在の取り組みについてヒアリングを行った。その結果、2010年からは

それ以前の個別のプロジェクトへの支援を行う方法を取りやめ、Budget support（財政支

援）方式を採用していることが判明した。財政支援方式は、財務省経由で国庫への財政的

な支援を行うものであり、財務省がどの省庁やプロジェクトへ資金を分配するため、サモ

ア政府側が資金使途の自由裁量を持つものである。EU は、サモアの各省庁が自ら立てた目

標値に達成した時に資金を国庫へ支払うものであり、EU はそのモニタリングを行う役割を

担っている。EU サモア事務所には本部から派遣された１名の他アシスタント 2名の少人数

で運営している状態である。本件についての説明を行ったところ、その手法には強い関心

はあるものの、予算は財務省と SWA との協議の上決定されるため、EU はどのプロジェクト

を支援するのかといった個別のプロジェクトの判断は行っていないとのことであった。今

後は SWAが本事業を推進する際には、財務省を通じて EUから財政支援を取り付けるという

選択肢も可能であると考える。 

 

表 13：サモアへの他国の ODA（2011-2014平均） 

順位 国名・組織名 米百万ドル 

 

 

 
5 出典：サモア国 都市水道リハビリテーション計画準備調査 最終報告 
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1位 オーストラリア（旧 AudAid など） 36 

2位 ニュージーランド（NZAid など） 18 

3位 ADB 15 

4位 日本（JICAなど） 14 

5位 EU 11 

6位 地球環境ファシリティ 6 

7位 国際開発協会 4 

8位 アメリカ（USAidなど） 1 

9位 世界保健機関 1 

10位 国連開発計画 1 
（OECD文献等を参照し独自に作成） 

 

 

 

 

（2）普及・実証を図る製品・技術の概要 

 ① 製品・技術の徴 

伏流水取水法は河床に礫層を設けて泥や落ち葉や枝など

を除去し簡易的な粗ろ過効果を発生させ取水管から取水す

ることにより、濁度の低い原水を取水することを可能とす

る方法である。礫層は雨季の激しい濁流の際に流されるの

を防止するため、じゃ籠により一つの大きなブロック化を

図る。取水管は、地層に合わせて開口率を自由に設定でき

るため目詰まりが起こりにくい構造である巻線型ステンレ

ススクリーン管（右図 9 においてはナガオカリングベース

スクリーンの部分）を用いる。更に、取水管の目詰まりに

よる機能低下を防ぐために、逆洗方式を採用する。逆洗方

式は我が国のメーカーが開発した方式であり、取水管を長

期間使用した際に泥等に因る目詰まりを防ぐ為に逆洗管を

同時に埋設して泡状の空気を噴出させ礫層の逆洗機能を持

たせる技術である。この技術は目詰まり防止の有効な手段

として、社団法人日本水道協会発行の水道設計指針にも記

載されており、日本においても京都府福知山市公営企業部等で水道施設の原水取水施設と

してその効用は実証されている。 

 本事業では逆洗管を用いた伏流水取水方式の有効性を確かめるため、連続監視による取

水量および河川原水濁度のデータを収集する。当初は、データ収集のための電力確保のた

めに、小水力発電を予定していたが、小水力発電用の配管に、雨季の雨量が事前調査およ

び想定を超える量による目詰まり等が原因で電力が不足となったため、小水力発電による

安定的な発電は困難であると判断し、商用電力に切り替えた。その結果、濁度・流量の計

測が安定的に実施することが可能となった。(2015 年 2月)  

図 9 のスクリーン管は従来の方式（コンクリート管や塩ビ管に孔を空けたもの）にくら

べ、開口率が大きく目詰まりしにくい構造の上、材質がステンレス鋼のため錆びにくいと

いう特徴がある。集水開口部の閉塞を防ぐために孔は内側に向かって大きくしておく方法

がよいとされている。今回使用したスクリーン管はステンレスの針金を三角形に整形し、

巻いているた め内側が大きく

なっている。 

 

 

 

 
図 8：伏流水取水法断面図 
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図 9：伏流水取水法のイメージ図 
 

② 空気による逆洗の利点 

 これまで日本国内における伏流水取水の逆洗方法としては、水を利用した逆洗が主体で

ある。現在 Fagali 地区に EU が建設した伏流水取水方法では、逆洗時に水を利用する方式

となっている。この場合、空気に比べ抵抗の大きい流体を流すため、ポンプ容量が大きく

なる。これに対し本法では抵抗の小さい気体による逆洗を行うため、ブロワ容量が小さく

てよい。逆洗に必要な設備としては、上記のスクリーン間の配置の他には、コンプレッサ

ーが必要となるのみである。またコンプレッサーの稼働は、今回実施した面積（約 36㎡）

においては、コンプレッサー（7.0kgf/㎤）の機材で 6 時間程度を、0.5 ヶ月に１度実施す

ればよいだけである。またコンプレッサーに関しては、トラックの荷台にて運搬すること

が可能となる為、複数の実施場所にて共有できるという利点がある。その為、逆洗に必要

な設備費、動力費は水逆洗と比較して軽微である。 

伏流水取水法は河床に礫槽を設けて泥や落ち葉や枝などを除去し簡易的な粗ろ過効果を

発生させ取水管から取水することにより、濁度の低い原水を取水することを可能とする方

法である。 

 

 
図 10：本事業で提供する技術の全体図 

 

 

表 14：機材番号及び目的 

番号及び目的 写真 

①取水管 

礫槽を通った水の取水を目的としたスクリーン管 

 

 
 

②導水管 

小水力発電用の導水管 
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③逆洗パイプ 
 

 
 

④・⑤マンホール 

水を一時蓄積させることを目的とした桝 

 

 
 

⑥ 濁度計 

濁度測定の為の機材 

 

 
 

⑦ サンプリングポンプ・ケーブル 

原水（試験水）を濁度計まで送水するポンプ 

 

 
 

⑧データストレージ 

濁度及び流量のデータを蓄積 

 

 
 

⑨じゃ籠 

礫を詰めた籠。落葉や泥などをろ過する役割。 

 

 
 

 

表 15：主要設備概要 

設備 品名 寸法・性能 用途 

土
木 

取水管（スクリーン管） 
φ200m/m 延長

=15.0m 
伏流水取水用 

導水管（ダクタイル鋳鉄管） 
φ200m/m 延長

=31.5m 

伏流水の取水・既設管へ

の接続 

逆洗管（塩化ビニルパイプ） φ 32m/m 延長=45.0m レキ層逆洗用空気配 

流量計室   H4100xW1200xL2500 流量計設置用室 

逆洗室 （マンホールφ1200） 逆洗用のブロワ接続 

電
気 

濁度計  0-1000NTU 伏流水取水の効果確認 

サンプリングポンプ  
容量 80 ㍑/min  

揚程 5ｍ 150W 
濁度計へ原水送水 

小水力発電機（商用電力使用

に変更したため後日撤去） 
発電出力 1.29kW 濁度経稼働動力 
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③ 国内外の販売実績 

 沖縄県内において、1984 年に名護市久志区の簡易水道の取水堰として、伏流水方式によ

る堰を設計、建設している。区の管理者によれば、この有孔管は 30年間一度も目詰まりを

起こすことなく取水している。これは、取水管の上に礫層を埋め戻している事により、泥

や落ち葉、枝等による目詰まりが構造上発生しにくい事が要因である。当地の原水濁度は、

発生源から直接流入する赤土等により、かなりの高濁度であると推測される。 

 
 

 
 

写真 1：名護市の取水堰 

④ 競合他社製品と比べた比較優位性 

 本技術は、安定して良質な原水を取水する方法として効果が期待できる技術である。伏

流水取水方式は、現況スクリーンに対する落ち葉などの夾雑物による閉塞改善、また雨季

の高濁度を低減する効果がある。堰高まで礫層を高くすることで洪水時の転石や流木など

の堰堤への残留を防ぐ。さらに、礫層の逆洗管を設置することで礫間の目詰まりを除去す

ることで、20年から 30年の長期間の使用が可能となる。 

 濁度を低減させる前処理方法として、普通沈殿方式、凝集沈殿方式方式がある。 

これらの方法と比較して、伏流水取水法の優位点は次の通りである。（詳細は、4 章(3)

参照） 

 施工が容易。 

 施工費用が安価。 

 濁度軽減への効果が高い。 

 維持管理に必要な人員が少ない。 

 維持管理コストが安価。 

 耐用年数が 60年程度と長い。 

 廃棄物が発生しない。 

 建設のための広大な敷地が必要ない。 

 

 生物ろ過法を採用している浄水場との組み合わせでは、微生物の活動を阻害してしまう

ため、凝集沈殿方式の導入は困難である。また、多発するサイクロンに関してであるが、

本提案事業は、河川底への設置が主であるため、影響を受けにくい。 以上のことから本

事業のように河川からの原水の前処理を行う方法としては、施工費用や維持管理のコスト

や難易度などの面から、伏流水取水方の優位性が高い。 
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2. 普及・実証事業の概要 
（1）事業の目的 

本事業は、宮古島市及び沖縄県が 2006年から協力してきた亜熱帯性、島嶼性での生物浄

化法による浄水場運営の技術移転を補強するものである。浄水場は宮古島モデル・プロジ

ェクトにて対象としたアラオア浄水場を対象とする。アラオア浄水場は前述の通り、雨季

における濁度が高く、浄水場の負荷が高い状態である。水源はヴァイシガノ川の支流から

の転流水を使用しており、乾季においても比較的水量は豊富である。サモアの河川は、全

般的に雨季の大雨時に集水区域から大量の土砂が流入し、高濁水となる。特にアラオア浄

水場はヴァイシガノ川上流での開発が進んでいること、勾配が急であること等からも原水

の濁度が深刻な課題となっている地域である。 

このような河川水を利用しているため、粗ろ過池の処理能力を超えた高濁水が流入し、

処理が不十分なまま緩速ろ過池に到達し、緩速ろ過池（生物浄化法）による浄水能力も不

十分なため、濁水を水道水として給水してしまうことが頻発している。粗ろ過池等の性能

を補うため、薬品注入施設の導入などもあるが高額であり、かつ高度な技術を要する。こ

のような方法に代わり、比較的低額で、かつ環境にも配慮した集水埋管を利用した伏流水

取水法を既存の取水堰に取り入れることで取水レベルからの改善が可能となる。 

 

 
図 11：アラオア浄水場緩速ろ過池における課題点 

 

本事業では、既設堰を活用し、目詰まり防止対策として逆洗管を用いた集水埋渠による

伏流水取水法導入に向けた調査、設計および設置を行い、雨季時における高濁度な原水の

濁度を下げ、緩速ろ過池（生物浄化法）の負担軽減を図る。本方式を活用した事業の主た

る目的は次の 3点である。 

①サモア国内に在る緩速ろ過池（生物浄化法）へ流入する水の濁度軽減を行う。 

②逆洗方式を実施し、目詰まりを防ぎ流量を確保することで、上水の安定供給が図られ公

衆衛生の向上に寄与する。 

③SWA職員の維持管理技術の向上および自主的運営を可能とする。 

  

 これらの目的を達成するために、伏流水取水法及び逆洗方式を活用した前処理による濁

度軽減のデータ集積を行いその効果を実証する。さらに SWA職員による伏流水取水方式設

備の維持管理技術の向上および自主運営を可能にするための技術指導を行う。 
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（2）期待される成果 

アラオア浄水場の負荷軽減に寄与する。更に、他の浄水場や取水口への本方式の導入が

図られた場合には、濁度軽減による上水の安定供給に大規模に寄与することができる。サ

モア国内の公衆衛生の向上が期待され、更に SWA 職員の維持管理技術の向上および運営が

可能となる。また、サモアと同様の課題を抱え、対策が必要なトンガ王国、フィジー共和

国といった近郊の大洋州島嶼国へ同様な水の浄化・水処理の協力として、現地調査や実証

事業を行い、沖縄の知見を活かした技術の水平展開が実現した時には、裨益者の増加が期

待される。 

将来的には、上水処理を中心とした事業展開および下水処理、水道メーター等の普及、

販売を実施する事を予定している。サモアにおける事業化を当面の主たる活動拠点にする

予定である。サモアを始めとする大洋州諸国同様に島嶼である沖縄の技術を用いて、前述

した上水の濁度軽減の開発課題解決を中心とした水ビジネスを構築することにより、沖縄

における雇用創出、技術向上、知見の集約等が可能となり、地元経済・地域活性化への貢

献にも繋がると考えられる。 

 

（3）事業の実施方法・作業工程 

ヴァイシガノ川内に既に設置されている既設の小型堰を利用し、目詰まり防止対策とし

て逆洗管を用いた集水埋渠による伏流水を取水し、濁度および水量を観測し有効性を確認

する。沖縄における上下水道事業の知見を持つ当社が事業全体のマネジメントを担当し、

集水埋渠による伏流水取水技術導入の設計は(株)隆盛コンサルタント、濁度設置及びデー

タのストレージ構築およびデータ取得のための電力関係の配線工事は(株)沖電システムが

担当する。本事業におけるメンテナンス等の技術訓練等を通じてカウンターパートの能力

開発に繋げるとともに、公開フォーラムを実施し、関係者等にも広く本事業の有効性を報

告する。 

 

ア) 現地調査（2013 年 12月） 

・地質調査および測量 

地質調査（ボーリング）及び測量 

取水管埋設の為に必要な岩盤の有無や性質等を調査し調査作業工程を確定し、平板測

量により原図を作成 

・事故防止対策 

現地関係者と共同で労働安全対策についての現地と我が国の差異を確認し、不足分を

工事開始時までに補完する対処策の検討 

・現地法制度や規制についてのヒアリング及び環境アセスメント等の当局対応 

サモア水道公社と協力し、資源環境局や河川管理局へ環境アセスメントおよび建設許

可の申請に必要な資料の精査 

・本事業に関わる労災の手配 

 

イ) 設計(2013年 12月～2014年 5月)   

・日本から輸送する機材に関する保険等のアレンジ 

・伏流水取水法に関わる配管、流量計枡等の全体設計 

・データ取得の為の小水力発電機やストレージ等の設計 

 

ウ) 機材調達 (2013 年 12月～2014年 4月) 

・本邦からの輸送予定：雨期の終了する 2014 年 5月頃までに設計を終了し、その時期に

機材を輸送する。 
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エ) 現地法制度及び税金等の調査(2013年 12月～2014年 5月)  

・環境アセスメント、関税等への対応のための書類作成 

オ) 市場調査（2013 年 12月～2015年 10月）  

・文献調査を主とした調査の実施 

・現地における市場調査 

 

カ) 工事・機材設置（2014年 9月～2014年 10月） 

・集水埋渠部分の建設 

・濁度計、流水計設置およびデータのストレージ構築 

 

キ) メンテナンス 1（防塵網及び空気管のメンテナンス）（2014年 11月）  

・空気抜き配管の改良 

・耐久性の高い取水網蓋の取り替え 

・水力発電用配管の洗浄 

 

ク) メンテナンス 2（小水力発電用取水口のメンテナンス及び仕様変更）(2015年 2月)  

・取水口の改良工事 

 

ケ) 普及・実証活動(2014年 10月～2015年 10月)    

・パイロット試験及びデータ収集  

現地コンサルタントによる定期的にデータの回収（年間（案）：乾季月 1 回・雨季月 2  

回）し、調査・分析は、日本国内で行う。 

・データの内容 

流量：逆洗実施管の流量変化を連続監視する。 

濁 度：河川原水と逆洗実施管の濁度変化を連続監視する。 

その他：全窒素、硝酸態窒素、亜硝酸態窒素、鉄(Ⅱ)などの項目を、パックテストにて  

試験を行う。(2015年 7月に試験実施) 

 

コ) デモンストレーション及び説明会の実施 （2015年 10月） 

実証データに基づき、SWAへ本事業の有効性の説明会の実施。 

また、実施地において、逆洗のデモンストレーションを行い、SWA の担当者への技術指

導を行う。今後は、SWA と共に現地にてオープンフォーラムを開催し、調査結果報告等

の報告を行うと共に更なる技術の普及を図る。アラオア浄水場近隣市町村の関係者を始

め広く招聘を行ない、積極的な対話を行なえる機会を創出する。また将来の事業化に向

けてサモアおよび同様の地理的・気候的背景を持つ周辺国を含めた将来展開へ向けた関

係構築を図る。 

 

サ) カウンターパートへの技術指導（2014年 10～11月、2015年 1月～2016年 1月） 

・現地語の設備使用マニュアル作成。 

・SWAへ設備のメンテンナンス作業についての技術指導を実施する。 

 

シ) 最終報告会(2016年 2月) 

SWA本部にて本事業の最終報告を行う。 
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（4）相手国実施機関の概要 

① 概要 

組織の正式名：サモア水道公社（Samoa Water Authority SWA） 

所在地：245 Apia, SAMOA 

設立年： 1993年 

組織の規模：職員数約 241人 

組織の目的： 

SWA は Water Authority Act 1993/1994 に基づき 1993 年に設立された。Samoa Water 

Authority Act 2003 （SWA行動規範 2003）のもとで活動を展開している。また、アピアの

ビジネス地区に限っては下水道設備を整備している。 

現在及び将来に亘り、顧客に良質な水道サ 一ビスを提供することをビジョンとし、顧客

に安全で安心な水道サービスを提供できるように効率的に管理することを使命として、次

のような目標を掲げている。 

・顧客対応の向上  

・SWAの資産を効果的に管理する  

・上下水道サービス提供の効果的な管理  

・スタッフのキャパシテイ•ビルデイングの継続的実施  

・計画目標にしたがった効果的な企業業績の監視、評価、報告の実施  

・投資プロジェクト実施状況の効果的管理  

・持続可能な財政維持に向けての活動  

・ステークホルダーとの協議と連携の強化 

 

このような SWA の使命や目標を達成するために、2025 年を目標年度とするマスタープラ

ン Integrated Apia Master Plan for Water Supply and Drainage(ADB の支援により 2010

年に実施)により、上水道、衛生設備や排水設備に係るプロジェクトを進めている。 

主な業務内容:サモア全土の約 80%以上の地域に水道水を提供している公営の水道事業体で

ある。SWAが担う仕事は、日本の自治体が運営する水道事業とほぼ同じであり、水源地から

の取水、浄化処理後に配水、水道料金の徴収といった独立採算により水道事業を運営して

いる。 

給水エリア：ウポル島及びサヴァイイ島の上下水供給エリア 

      Apaiaにおける上下水シスム 

 

 
図 12：SWA 組織図 

（出典：SWAへのヒアリング） 
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② 運営状態 

SWAは赤字運営が続いており、現在の課金システムでは維持管理分を徴収している状態が

続いている。SWA の財務実績（2015年 6月末）によると、総収入および総支出は以下のと

おり。なお、赤字に関しては EUからの財政支援に基づく政府補助金が充当されている。 

 

表 18: SWAの財務実績（総収入および総支出） 

年 総収入 総支出 

2013年 19,936,927 WST（1,057百万円） 25,371,254 WST（1,345百万円） 

2014年 20,650,016 WST（1,095百万円）  26,218,363 WST（1,390百万円） 

 

SWAの年間の設備投資額および EUからの財政支援含む政府補填金額は次のとおり。 

 

表 19: SWAの設備投資額及び政府補填金額 

年 設備投資額 政府補填金額 

2013年 11,196,118 WST (594百万円) 11,000,000 WST（  583百万円） 

2014年 10,221,551 WST (542百万円) 20,000,000 WST (1,060百万円) 

(1WST=53.015円：2016年 1月) 

 

 年間の設備投資の内訳について SWAへヒアリングしたところ、2014年の設備投資の内訳

明細を得た。浄水場への設備投資費の比率は全体 57%、下水道整備が 13%、掘削用機材が 30%

であった。SWAによると例年浄水場への設備投資の比率は 50〜80%程度、下水道整備が 20

〜40%程度 掘削用機材などが 0〜30％で年度により異なるが概ね推移しているとのことで

あった。 

 本提案技術の導入は、SWAの上記設備投資費によって賄われることを想定しているが、SWA

の運営が EUからの財政支援に依存していることを考慮すると、早急かつ多額な出資は期待

できない。その反面、本提案技術は前処理技術と比較して、初期投資および維持管理費が

安価であり優位性が高い。サモアの国家戦略でも安定的な水供給が挙げられており、厳し

い運営状態ながらも、今後の設備投資に本提案技術の導入の働きかけを続けていきたいと

考えている。 

 

SWAの運営状態改善のために特に必要な事項としては次の 2点が挙げられる。 

・無収水率の改善のための水道管の修繕 

・水道メーターの設置による徴収率の向上 

アピアにおいては、漏水対策の専門チームである Leak Detection Unit (LDU)が、漏水

探知チーム（10名程度）と漏水補修チーム（30名程度)で構成されており対応を行ってい

る。LUDによると、目視により確認できる地上における漏水に限られているとのことであ

る。更に、多くの水道管は 25～ 30年前に設置された古いものであり、減圧弁が不足して

いるための高水圧や施工不良などによる漏水が多く、抜本的な解決には至っていない。 

無収水への対策としては、水道メーターの新規設置による定額制から課金制への転換を進

めているが進捗は遅い状態が続いている。 
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 ③ 料金回収率 

料金回収率：請求に対して徴収が行われた金額の比率（Billing Efficiency） 

 
図 13：SWAの料金回収率 

（出典：SWA 年報 2010-2011, 2011-2012, 2012-2013,2013-2014） 

 

2010/2011年度は 69%、2011/2012年度は 75%、2012/2013年度は 78%、2013-2014年度は

74.3％ であり、目標値の 73.5%を達成した。 

 

 ④ 減価償却費を控除した支出に対する収入の比率（Cost Recovery） 

 
図 14：減価償却費を控除した支出に対する収入の比率 

（出典：SWA 年報 2010-2011, 2011-2012, 2012-2013,2013-2014） 

 

2010/2011 年度は 73%、2011/2012 年度は 75%、2012/2013 年度は 67%、2013-2014 年度は

67％であり、改善は見られなかった。これは現状では料金の値上げを実施することが困難

であることが原因である。SWAは、無収水率の改善を積極的に進めることとで対応する方針

である。 

 

⑤ 人材育成について 

国内研修として、技術水準、知識レベルに応じた研修プログラムを実施しており、主に

1～2週間で 1つのプログラムを構成している。講師は SWA の内部スタッフが行っている。

海外研修として、ドナー国からの招聘に基づく施設見学、技術習得のための研修機会が提

供されてきた。SWAの多くの職員が沖縄に訪問しており、人的な交流が以前から深い。特

に、維持管理については、都市運営部、地方運営部、サヴァイイ島運営部、下水部の各課

が行っており、JICA 草の根技術協力で宮古島にて研修を受けているスタッフが複数いる。 



 

31 

 

（5）投入（要員、機材、相手側投入、その他） 

  

表 20:   投入（要員、機材、相手側投入、その他） 

2015年 2月末時点累計投入実績 47.01MM（現地 7.66MM国内作業 39.35MM） 

福山商事（株） 19.74MM（現地 1.89MM国内作業 17.85MM 

（株）オオマエ 1.0MM（現地 0.60MM国内作業 0.40 MM） 

（株）沖電システム 3.17MM（現地 1.52MM 国内 1.65MM） 

カーボンフリーコンサルティング（株） 19.50MM（現地 3.25MM 国内 16.25MM） 

（株）隆盛コンサルタント  3.60MM（現地 0.40MM 国内作業 3.20 MM） 

 

（6）業務実施制 

 
図 15：業務実施制
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 表 21：団員構成 

氏名 所属 担当分野 主な担当業務内容 

福地正行 福山商事(株) 総括 
現地政府との調整 

外部委託先との調整 

福山一郎 福山商事(株) 統括補佐 統括補佐業務、現地調査員 

高江洲卓 福山商事(株) 業務調整 
現地調査員及び報告書作

成取りまとめ 

大前隆之介 (株)オオマエ 
ローカルパート

ナー調整 
現地資材調達調整 

加藤温 (株)オオマエ 
ローカルパート

ナー調整 
現地資材調達調整 

池村弘 (株)隆盛コンサルタント 
チーフアドバイ

ザー 
地質調査、設計 

新城圭太 (株)隆盛コンサルタント 
チーフアドバイ

ザー代理 

現地調査員及び設計責任

者 

宮城芳和 (株)隆盛コンサルタント 現地調査 現地調査員及び設計担当 

佐久川義朗 (株)沖電システム 
ビジネスモデル

開発 
ビジネスモデル開発 

中本智江 (株)沖電システム 報告書作成 
実証データ取り纏め 

報告書作成 

米田正文 (株)沖電システム 現地調査 現地調査、電気計装 

中西武志 
カーボンフリー 

コンサルティング(株) 

チーフコンサル

タント 

環境社会配慮責任者（環境

社会配慮団員）、報告書作

成補助、市場調査補助、当

局対応補助 

山口泰広 
カーボンフリー 

コンサルティング(株) 

副チーフコンサ

ルタント 

当局対応、会計、外部人材

活用、ビジネスモデル構築 

村石由里弥 
カーボンフリー 

コンサルティング(株) 

社会配慮調査及

び対応（悪臭、

水質等）保健衛

生全般対応 

市場調査、環境配慮調査及

び対応 

松本光世 
カーボンフリー 

コンサルティング(株) 

現地法、TAX 等

調査税理士 
現地法制度、税等調査対応 

石田康明 
カーボンフリー 

コンサルティング(株) 

都市計画・報告

書 

技術アドバイザー、モニタ

リング、報告書作成 
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3.普及・実証事業の実績 
（1）活動項目毎の内容と成果 

  ① 主な活動と実施時期 
 本普及・実証事業における主な活動及び実績について以下の年表にまとめた。 

表 22：主な活動及び実績 
時期 実績 

2013年 12月 現地調査（ボーリング調査、平板測量、既設埋設管調査） 

2013年 11月〜12月 事故防止対策 

2013年 11月〜2014年 1月 
現地法制度や規制に関するヒアリング及び環境アセスメント

等の当局対応 

2013年 11〜12月 本事業に関わる労災の手配 

2014年 5月〜2014年 6月 工事許可申請 

2014年 8月 免税手続き 

2014年 6〜11月 工事・機材設置準備（機材確認、関税手続き、輸送など） 

2014年 9〜10月 工事・機材設置 

2014年 11月 メンテナンス 1（防塵網及び空気管のメンテナンス） 

2015年 2〜3月 メンテナンス 2（省電力発電用取水口のメンテナンス及び仕

様変更） 

2015年 7月 PAC試験、機材設定確認 

2015年 3〜10月 データ収集及び実証結果の分析 

2015年 10月 経過報告会実施 

2016年 2月 最終報告会実施 
 
 ② 活動の内容と成果 
ア） 現地調査(2013 年 12月) 

(a)地質調査（2013年 12月） 

 設計図作成および必要機材の決定のため、地質調査を実施した。土木工事にて構造物を

建設する際には地盤の状態の調査が必要であり、工事箇所の土の強度や変形特性を求め、

基礎、地下掘削などの挙動を予測する必要がある。土質により機材が異なることに伴い作

業効率も変化し、工事期間、積算や現地施工業者との工事金額にも影響を及ぼす。 

 調査は、地質調査（ボーリング調査および標準貫入試験）、平板測量・既設埋設管調査

を実施した。機械ボーリング調査では、調査地の地層状況、強度分布を把握し、採取した

ボーリングコアの観察により、土質の判定を行った。標準貫入試験では、ボーリング孔を

利用して、土の硬軟、締まり具合等を確認した。 

  

 ボーリング調査(2013 年 12月) 

〈結果〉：当初は、既存堰側で付近でのボーリング孔を 3か所、各 5ｍ、標準貫入試験を各

孔 5回で予定していたが、河川を調査したところ非常に硬い玄武岩や巨礫が存在し計画深

度まで掘削することができなかった。そのため、ボーリング箇所を増やし土質確認を試み

た結果、付近一帯には浅い深度で玄武岩が広がっていることが考察される。当該地域で行

ったボーリング調査結果を以下に示す。 
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表 23：ボーリング調査結果 

※1：現地ボーリングマシンのビット（先端の岩盤を削る爪）が摩耗しており、日本製とは異なってい

ることが原因と考えられる。 

  

 固い玄武岩への対応策として、掘削機械（バックホー）は、通常のバケット部分のアタ

ッチメントとしてブレーカーを装着した。ブレーカーでの掘削は、通常のバケットによる

掘削に比べ作業効率が悪く、作業時間は長時間を有した。そのため、現地滞在期間中のボ

ーリング孔は 1本の調査となり、残り 4本は現地建設会社 Bluebird Construction が実施

し、調査結果が共有された。 

本事業では、掘削深約 2.5m〜3.5m程度、幅 3m程度であるため、ブレーカーでの作業で

も掘削作業およびスケジュールへの影響はないと考える。また Bluebird Construction社

の見解も同様であることも確認済み。 

 

 平板測量(対象とする地域の等高線地図や地形図の作成するための測量)（2013年 12月） 

〈結果〉：取水口周辺の平板測量、横断測量を行った。この測量結果を基にして伏流水取

水スクリーン管の埋設位置、接合井などの詳細設計を行うことが可能となった。また、横

断測量により得られた図面で、新たに取水した濁度の低い原水を浄水場へ運ぶため、既設

管との接続位置を決定する。 

得られた測量平面図を用いて伏流水取水装置の概略図を作成した。現地建設工事を実施

する中で、設計の修正が必要となり変更を行った。既設取水口はヴァイガシノ川の流れが

二つに分岐する個所に建設されている。伏流水取水装置はその既設取水堰より 5～10mほど

上流の河川内に建設し、流量計室は中洲部分に、逆洗室と濁度計は雨期の洪水時に際して

も影響を受けない地点に建設する計画である。また伏流水取水装置から得られた、低濁度

の原水を浄水場に導水する目的で、既設導水管に接続する。 

 
 

 
５N 値：重さ 63.5kg のハンマーを 76cm の高さから自由落下させ、標準貫入試験用サンプラーを打ち込み、

貫入量 10cm ごとの打撃回数を記録し、累計 30cm 貫入時の総打撃回数。打撃回数は 50 回を上限とし、測

定開始震度と貫入量を記録する。「50/10（打撃回数/貫入量）」のように記載 

ボーリング孔 深さ（ｍ） 土 質 N値 5 

1 

0.0 

1.0～2.0 

2.7 

表土と川の砂利と瓦礫 

やや角ばった玄武岩の砂利 

非常に困難な掘削※1 

 

22 

50/43.3 

2 

0.0 

1.0～2.0 

2.0～3.0 

3.0～3.5 

表土と川の砂利 

やや角ばった玄武岩の砂利と巨礫 

やや角ばった玄武岩の砂利と巨礫 

非常に困難な掘削 

 

50 

35 

50/28.6 

3 
0.0 

0.5 

新しい玄武岩の砂利 

非常に困難な掘削 

 

4 

0.0 

1.0～2.0 

2.0～3.0 

3.0～3.5 

土と砂利 

玄武岩の巨礫と川の砂利 

玄武岩の巨礫と川の砂利 

非常に困難な掘削 

 

29 

24 

50/40.5 

5 

0.0 

1.0 

1.5 

表土と川の堆積物と砂利 

玄武岩の砂利 

非常に困難な掘削 

 

50/43.8 

合計 11.7ｍ  9回 
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測量図面による取水口計画位置の計画 

 

 
図 16：取水口計画位置 

 

 
図 17：取水口計画位置（変更後） 

 

 横断図（図 18）は河床深さ、中洲部の断面、さらに、伏流水装置を設置し、流量計室の

大きさ、設置位置、導水管のつなぎを計画するために必要な測量である。 

既設導水管への接続位置を決定し、資材を不足なく算出する目的で、既設管の位置を確

認する必要があった。そのため、管探査装置を用いて既設管の位置を確認、縦断測量によ

り既設管埋設位置上の地形の起伏を測量した。この結果、新たに取水した低濁度の原水を

浄水場へ運ぶ為の既設管との接続位置が分かった。 
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図 18:計画横断図 

 

 既設埋設管調査：管探査機を用いた調査、金属杭打ち/GPS測定（2013 年 12月）  

〈結果〉：SWAに埋設管の正確なデータが存在していない事が明らかになったため、管探査

機を用いた調査を実施せざるを得なくなり、人員を必要とした。取水口の出口より既設管

の反応が確認できたため、反応を追いながら草薮の中を伐採して位置を特定した。管探知

機の反応を追っていくと、取水口より約 50m下流側で、コンクリート構造物が確認された。

これは、導水管を防護する為のコンクリートであると見られる。 

〈成果〉：地質測量の結果、河川付近の一帯には、浅い深度で非常に硬い玄武岩が広がっ

ていることが考察されたので、掘削機械（バックホー）は、ブレーカーを装着し作業を実

施した。平板測量の結果より測量図面による取水口計画位置の計画をたてた。既設埋設管

調査の結果、取水管と結合箇所が明らかになった。 

また、SWA タイナオ総裁及び幹部、MNRE と面談の上、本事業推進の協力を取り付け、地

質調査、平板測量についての協力が得られた。SWAからは、ボーリング器材搬入のためのル

ート確保が必要になった際の、ユンボによる整地等の協力が得られた。 

 現地建設事務所等へのヒアリングでは、本邦購入資機材と現地購入資機材の凡その内訳

が明らかになった。 

 

(b) 事故防止対策（2013年 11～12月） 

日本国内における主な事故防止対策（以下 1～5）について調査し、現地関係者へ提案。 

1.統括安全衛生責任者の選定（対象：施工管理者） 

2.下請負業者安全衛生責任者の選定（対象：現地企業作業員取りまとめ） 

3.危険予知活動の実施 

4.新規入場者講習の実施 

5.施工管理体制表（顔写真入り）の作成 

成果：上記内容の実施について、SWA、現地コンサルティング企業、現地下請工事会社とサ

モアに即した事故防止対策を講じることで理解を得られた。 
 
(c) 現地法制度や規制についてのヒアリング及び環境アセスメント等の当局対応（2013 年

11月～2014年 1月） 

SWA及び MNREへの面談及びボーリング調査実施に係る申請を行った。 

成果： SWA 幹部への面談により SWA の業務遂行に係る関連する法律及び規制が明らかにな

った。（前述の「SWA の業務施行に関する法律、規制」） 

また、ボーリング機材の賃借の手続きを MNRE に行った際には、環境アセスメントの必要

性の有無については事前に問い合せを行った結果、本事業は必要ないことを確認した。MNRE

とは、機材の賃借に関する契約書（Contract for Services）及びドリルの申請（Drilling 

Permit）を締結する必要が明らかになった。 
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またボーリングを実施する為には、計画・都市管理庁（PUMA）に、Planning and Urban 

Management Act 2004に基づく開発同意申請書（DCA：Development Consent Application Form）

を提出する必要があると明らかになった。（別添資料 1参照） 

 

 (d) 本事業に関わる労災の手配（2013年 11～12月） 

国内の労災保険についてサモアでの適用条件の調査を実施した 

成果：国内の労災保険では、現地作業員（海外）には適応していない為、現地作業員に対

する災害については、現地企業側が負担することになった。 
 
イ）設計(2013年 12 月～2014年 5月)  
工事許可申請（2014 年 5～6月） 

前述の通り河川の開発を伴う水道プロジェクトを実施する場合には、環境影響評価 

(EIA)Regulation 2007（別添資料 2）に基づき、環境影響評価報告書(CEAR)もしくは、簡易

環境評価報告書 (PEAR 別添資料 3)を作成し PUMA に提出する必要がある。工事実施にあた

っては、CEAR もしくは PEAR 及び DCA を提出し、Development Consnt（開発合意 別添資料

4）を事前に得ておく必要がある。 

本事業は、PUMAに事前相談した結果、PEAR及び DCAの提出が求められた。PEARを作成し

提出を行った。また、DCA を作成し、提出したところ PUMA から Development Consent が発

行された。 

 

ウ） 機材調達 (2013年 12月～2014年 4月) 

(a) 工事・機材設置  

事前準備（2014年 6～11月） 

輸出機材について国内の製造工場で制作された製品が、規格通りの寸法、形状、数量と

なっているか巻尺をあて、図面と照らし合わせながら立ち会い検査を行った。 

 

 

 

 

写真 2：導水管寸法確認 写真 3：スクリーン固定バンドの確認 

 

(b) 輸送 

以下の現地使用機材の輸送を行った。 

・コンプレッサー（エアホース）    ･････ 1式 

・蛇籠（0.50m×1.20m×2.00m）   ･････ 60組 

・仮設パイプφ200        ･････ 1式 

・発電機用パイプ（VPφ300）      ･････ 1式 

・鋳鉄管 DCIPφ100   ･････ 1式 

・集水埋渠スクリーン（SUSφ300）   ･････ 1式 

・制御盤（計装盤）          ･････ 1面 

・水質計器盤             ･････ 1面 

・輸出用コンテナ           ･････ 2個 
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写真 4：コンプレッサー、電柱等 写真 5：コンテナ 

 

エ） 現地法制度及び税金等の調査 

(a) 機材輸送手続きに係る報告（国内税関手続き） 

サモア向け機材輸送については、共同運輸株式会社（大阪市）に委任して、サモア国で

の通関手続きに必要な証明書類を準備し完了した。 

 

(b) 免税手続き（2014年 8月） 

本事業実施に伴い、我が国から機材の輸出を行った。本事業に関する関税の取り決めに

関しては、サモア国財務省および税務省と協議を行った。その結果、SWA総裁から、財務省

および税務省に免税に関するレターと品目リストを提出することで、免税扱いとなった。 

 

オ）市場調査（2013年 12月～2015年 10月）  
 サモア国の経済の状況及の調査、MOHや他のドナーへのヒアリングを行った。調査結果は第１

章(1)に記載。 

 

カ）工事・機材設置（2014年 9～10月） 

 現地で実施した工事の作業内容は項目ごとに分類すると以下のようになる。 

 伐採作業 

 集水桝築造工 

 流量計室築造工 

 排水桝築造工 

 管路掘削作業 

 仮設堰、仮設配管（当初計画位置） 

 仮設堰、仮設配管（変更計画） 

 河川掘削 
 スクリーン配管 

 砂利埋め戻し 

 排水管路布設工 

 導水管の布設 

 逆洗管配管 

 蛇かご設置 

 電気設備 
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写真 6：取水管接続 写真 7：逆洗パイプ設置 
 

SWA総裁は本事業に大きな期待を寄せており、工事現場にも視察に来られた。現場にて工

事の手法や具体的な効果等について細かな質疑応答が行われた。濁度軽減についての効果

が証明されたならば、アラオア浄水場全体の実施は可能なのかという具体的な質問もあっ

た。更に未浄水処理区においても特に、アフィアマルが最も劣悪な状況であり改善に本手

法を使えないか等の具体的な打診があった。Jammie 総裁の考えとしては、効果が認められ

た場合には規模を拡大し、未浄水処理の地域においても活用したいとのことであった。 

 

キ） メンテナンス 1（防塵網及び空気管のメンテナンス）（2014年 11月 27、28日） 
 メンテナンス必要箇所及び想定される原因> 

2014年 10月の設置工事時において、日本より準備した防塵網（ビニール製）が輸送中

に破損していたため、急遽代替物として、現地にてスチール製の網を購入し箱状に制作し

て防塵網の代用として設置した。しかし、設置工事完了時に SWA側に上記事情を説明した

ところ、日本製の耐久性の高いステンレス製の網を製作して取り換えて欲しいとの要望が

あった。したがって、メンテナンス時(2014年 11月）には、日本にて製作したステンレス

製の防塵網に取り替えをおこなった。 

また設置工事完了後に現地視察した時に、水中の小水力発電用取水管が水を吸い込む際、

水中の空気も一緒に吸い込み、エアが絡み管内流量が増減する現象が確認された。小水力

発電用の取水管への空気の流入が要因と考えられる水量の低下が見られたため、空気管の

修繕が必要となった。更に、大量の堆積物が原因で、安定した電力の確保が困難であった

ため、濁度・流量を計測する濁度計・流量計の動力の変更にともなう仕様変更が必要とな

った。 

 

 メンテナンス内容 

メンテナンス①においては、耐久性の高い取水網蓋の取り替えを行うと共に空気抜き配管

の改良を行った。水力発電用配管の洗浄を行い、所定の発電量を確認したが、翌日には再び

小水力発電機が停止していた。この原因として、現状の取水管の有孔面積では、取水量が

少なく、 取水口自体の改良が必要と判断した。 11 月の改良工事を受けて、JV 関係者と改

良について協議を行い、2015 年 2 月に再度改良工事の為、サモア渡航となった。 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写真 8：空気抜き配管（右：外側/左：内側） 

 

ク）メンテナンス 2（小水力発電用取水口のメンテナンス及び仕様変更） （2015 年 2 月

17日～3月 12日） 

小水力発電用の取水量が少ないため、新たに枡を設置した。しかし、土砂の流入が確認

されたため、データ取得用の電力確保のために商用電力の使用申請を SWAの協力を得なが

ら EPC（サモア電力公社）に行った。 

 修繕必要箇所及び想定される原因 

データ取得用の小水力発電用の取水管の詰り。原因としては、調査時には想定していな

かった大量の土砂が流入してくることが挙げられる。一晩の大雨で砂利層が詰まる。 

 修繕内容 

砂流入対策として、取水口を覆うようにコンクリート桝を設置した。 

 修繕結果  

取水口の改良工事を終え、取水量、必要発電量も確認できた。しかしながら、翌日に

は、小水力発電機の稼働が停止していることが判明した。コンクリート桝の周りに並べた

砂利層に土砂が溜まり、固化して必要水量確保できない。そのため、データ取得用の電力

が確保できない。伏流水取水設備については、1,300㎥/日(計画予定水量 1,000㎥/日)の

取水量であり順調に稼働していることを確認した。 

 

 
図 19：取水口位置 
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図 20：改良部分の設計図 

 
ケ）普及・実証活動(2014 年 10月～2015年 10 月)  

(a) PAC試験、機材設定確認 (2015年 7月 6〜8日) 

 河川水と伏流水の全窒素、硝酸態窒素、亜硝酸態窒素、鉄の各項目についてパックテス

トを実施した。 

  
全窒素（河川水） 全窒素（伏流水） 

  
硝酸態窒素（河川水） 硝酸態窒素（伏流水） 
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亜硝酸態窒素（河川水） 亜硝酸態窒素（伏流水） 
 

 
 

 

 

鉄（河川水） 鉄（伏流水） 
写真 9: パックテスト 

 
 
 上記の PAC 試験結果は、河川水水、伏流水ともにいずれの成分も極微量のため出限界以

下であり検出されなかった。 
 また、集水桝内部の採水を行う、水中カメラで堆積物の有無の確認などを行ったところ、

いずれも問題が発生していないことを確認した。 
 

(b) データ収集および析（2015年 3月 11日〜2015年 10月 4日） 

 以下のデータは 2015年 3月 11日から 5月 30日までの原水及び伏流水の濁度及び量を示

したものである。 

左の縦軸は濁度を示す。右の縦軸は流量を示す。（青線が原水の濁度、オレンジが伏流水取

水法の濁度を示す。灰色線は流量を示す） 

大雨の影響で濁度に関しては、3月 13日の 15時辺りから原水および伏流水取水法を用い

た水も急速に悪化しており、18時に原水は 108NTUを記録している。それに比べて伏流水取

水法を用いた濁度は同時刻でも 52NTUであり、原水と比較して除去率は 51.9%であった。同

様に 3 月 26 日の濁度は、原水は 530NTU であったのに対して、本事業においては 66NTU に

まで軽減しており、除去率は 47.3%であった。流量については平均して 40㎥/時間前後で推

移しており、計画の水量を確保している。流量はこの期間ほぼ安定していることがわかる。 
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 (i)濁度及び流量  

濁度及び流量データ 1 

 
 以下のデータ 2 は 2015 年 3 月 18～23 日を示す。データ 1 と同様に流量は安定している

ことがわかる。3月 26日に原水が 110NTUを記録したのに対し伏流水取水法は 58NTUであっ

た。 

 

濁度及び流量データ 2 
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濁度及び流量データ 3：2015年 3月 26日には大雨の影響によるじゃ籠の目詰まりを起こし

流量が低減した。（その後の修繕工によって 4月 17日以降回復した。データは別添） 
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図 21：取得データ(2015年 3月〜6月分) 

 

（ii）濁度軽減効果の検討 

原水濁度と伏流水濁度、除去率測したデータから原水濁度のピークを示した時の伏流水

濁度、除去率を下表に示す。 

表 24: 原水濁度と伏流水濁度、除去率 

日時 原水濁度 伏流水濁度 除去率 

2015年 3月 13日 19:00 108NTU 52NTU 51.9% 

2015年 3月 22日 01:00 110NTU 58NTU 47.3% 

2015年 3月 26日 17:00 530NTU 66NTU 87.5% 

2015年 5月 9日 01:00 119NTU 7NTU 94.1% 

2015年 5月 16日 04:00 91NTU 6.5NTU 92.9% 

2015年 5月 18日 03:00 67NTU 3.4NTU 94.9% 

2015年 5月 23日 03:00 412NTU 75.6NTU 81.7% 

2015年 6月 14日 18:00 85NTU 17.5NTU 79.4% 

注) 除去率＝（原水濁度－伏流水濁度）/原水濁度×100 
 

得られたデータより、原水濁度が 91～530NTU と変化した場合でも伏流水は 60NTU程度と

一定濃度での取水が可能ということが判る。これは、伏流水取水方式が濁度を低減した原

水を取水する方法として有効であると判断できる。現在、SWAでは濁度の運用管理基準がな

く、高濁の原水でも取水している。伏流水取水方式が現在のテストプラントの規模(取水量

1,000m3/日)ではなく、必要原水全量を取水できるような施設とすれば、下流にあるアラオ

ア浄水場の緩速ろ過池への負荷を大幅に低減できる。緩速ろ過池に流入する濁度を低減す
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ることにより、ろ過池が閉塞するまでの期間が長くなり、砂掻き取りの頻度を少なくする

ことができる。  
 原水濁度が変化しても伏流水濁度が平均 60NTU前後と一定していることから、3層の砂利

層をすり抜けてくる濁質の粒径は限定的なものであると考えられる。 

 

（iii）伏流水の流量についての検討 

2015年 3月 11日～7月 15日までの日最大濁度（NTU：緑線）と日平均時間流量(㎥/h：

青線)を以下のグラフに示した。 
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2015年 3月 11～26日まで 

2015年 3月 11～25日までは日平均流量 40m3/時を記録していたことが判る。しかし、3

月 26日の高濁度以降、目詰まりにより 15m3/時にまで低下した。 

この値はその後の大雨でも記録されておらず、最大値である。この大雨により多量の土

砂が運ばれ、じゃ籠表面に粘土混じりの土砂が堆積したことにより、浸透水量が低減した

と予想される。 

データからはデータ取得開始後、わずか 2週間で目詰まりしたように判断される。しか

し実際には工事が完了したのは 2014年 10月 17日であり、電源の問題が解決しデータ取得

を開始したのが 2015 年 3月 11日である。記録には残っていないが、この 5か月の間にも

大雨が降り、土砂が堆積し続けていたと考えられる。しかし、2015年 3月 11日には 40m3/h

の流量が流れている。 

 

2014年      2015年 
９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

工事期間

9月6日～10月10日

未測定期間

第１回

修繕

第2回

修繕工事

測定開始

3月11日～
工事期間	

9月6日~10月10日	
未測定期間	

第１回	
修繕工事	

	

第2回	
修繕工事	

	

測定開始	
3月１１日~	

 
図 22：工程（2014年 9月〜2015年 3月） 

 

また、原水濁度は 3月 13日に 108NTU、3月 22日に 110NTUを記録しているが、伏流水の

流量には変化がない。このことから、原水の 100NTU 程度の濁質であれば流量には影響を与

えることなく、最大で 3ヶ月程度はメンテナンスを行わずに使用することが可能であると

考察できる。 
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写真 10:設置直後（石の隙間の確認） 写真 11: 6ヵ月後（土砂の堆積を確認） 

 

 メンテナンス 2015年 4～７月中旬 

じゃ籠の目詰まりによる流量の低下を

受けて、4月にメンテナンスを行った。具

体的には、乾期に向かい河川流量が低下す

るため、河川の流れを SWAの取水堰に集中

するようにじゃ籠を取り外し、流路を設け

た。さらに、じゃ籠内の目詰まりを解消す

るため、じゃ籠から石を取り出し砂利層の

上に敷き詰めた。 

メンテナンスの結果、伏流水の流量は 50

㎥/時まで回復し、その後徐々に低下して 4

月中旬から 5月中旬まで 35㎥/時で安定し

ている。流量が低下する原因として、乾期

の河川流量の低下も重要な要素である。 

4 月のメンテナンスを行ったあと、流量は回復、5 月半ばまで 35 ㎥/時を維持している。

5月 23日の雨で 412NTUを記録し流量が 10㎥/時に低下しているが、その後 20㎥/時に回復

している。 

 
 

 
 

 

 

じゃ籠の取り外し、砂利層保護のためじゃ

籠内の石は河川に戻して敷き均した。 

写真 12: 重機を用いたメンテンアンス 

既設取水口側に水が集中して流れるよう流

路を確保した。 

写真 13:メンテナンス終了後の様子 
 

 本河川の粘土混じりの土砂は、非常に密に堆積、固化する。これを解決するためには 1

ヶ月に１度程度、定期的に重機にて石を転がし隙間に詰まった土砂を洗い流す作業が必要

になると考える。そのための技術のは習得済みである。SWAは重機を保有しており新たな設

備投資は必要ないと考えられる。また、職員は 2〜3 名程度 2 時間程度の負荷になるため、

大幅なコストの上昇は考え難い。 

 

図 23： 2015年 4月のメンテナンスの様子 

 
（横断図）一部のじゃ籠を取り外し、乾季の流量低

減に 
備え、既設取水口に水が集中するよう流路を確保 
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 また、7月には、流量計の時間当たりの測定値のバラつきが大きくなったため流量計の読

み込みスパンを 4sから 64sと変化させ、同時にバルブ操作を行ったところ、流入と流出の

バランスが崩れ、管内にエアが溜まったため、測定値が大きくなってしまったと考えられ

る。 

 

（iv）じゃ籠の効果の検討 

伏流水取水の懸念事項の１つとして、激流により砂利層が洗掘され、砂利が全て流され

てしまうのではないかという点が挙げられていた。実際、現地をみると堰下流に大きな岩

が多く見られた。また、堰の天端と河床に段差をつけると、流木などがひっかかる原因と

なる。 

じゃ籠の役割としてこの洗掘を防ぐこと及び堰天端と河床の段差をなくすことで流木を

下流に流すという効果を期待した。現地調査の結果、じゃ籠中の石と石の隙間は土砂で埋

まっていたものの、砂利層の洗掘、流木の引っ掛かりはなく、じゃ籠に期待した役割は発

揮できたと考える。 

じゃ籠がない場合 じゃ籠を設置した場合 

 
 

図 24: じゃ籠の効果 

 

じゃ籠中の石と石の隙間に、粘土混じりの土砂が密に堆積、固化したためじゃ籠自体が

浸透の抵抗となり、流量が低減してしまっていることが確認された。 

 

（v）逆洗の効果の検討 

 流量の低下から目詰まりを起こしているかどうかの判断をすることができる。しかしな

がら、定期的な逆洗を行うことにより川面に泡が発生するか否かによって目視確認をする

ことが可能である。泡が発生しない場合には堆積物によって適正に稼働していないことが

考えられる。2015年 10月の最終説明会において逆洗の実施と技術指導を行った。その際に

も手前側の岸辺付近から泡が発生していなかったため、重機を用いて土砂の洗い流しを 30

分程度実施した。その結果、適正に泡が発生し逆洗が適正に実施された。 
 

 
 

 

 

写真 14: 重機による土砂洗浄 写真 15: 逆洗による川面での泡の発生 

 

コ） デモンストレーション及び説明会の実施  

（a）進捗報告会について(2015年 4月 15日) 

SWA に 2015 年 3 月に取得したデータに基づき説明したところ、原水の濁度が大幅に上昇

している状況においても伏流水取水法の濁度の絶対値が 60NTU 前後と安定した低い濁度で
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あったことに対して特に高い評価が得られた。大

雨後には 500NTUを超える法や濁度の原水が、浄水

場に流入している状態であり、SWA は強い危機意

識を持っていた。伏流水取水法の濁度が 60NTUNTU

以下で安定していることが、高い評価に繋がった。

更に、前述の通り、アフィアマル取水口への本事

業手法の導入を検討したいとの意見が出された。 

また、目詰まり等の課題についての説明を行っ

たが、今後のデータを見て逆洗による目詰まり防

止の効果を数値で確認し、対策については今後協

議していくとの共通の認識であった。 

実施地においてのデモンストレーションにも SWA

の職員は積極的に参加し、コンプレッサーの使用方法を含めた逆洗の実施技術の習得が進ん

でい。 

SWA は伏流水取水法と特にその根幹技術ともいえるスクリーン管の性能を信頼しており、

SWAの費用負担であっても山頂の取水地（アフィアマル取水口）に導入したいとの具体的な

話があった。特にその取水地からは現状では原水をそのまま上水に流しているから、伏流水

取水法を用いての濁度軽減を図りたいとの意向を確認した。更に、本方式で使用している機

材のカタログも入手したいとの要望が入り提供した。 

また、逆洗浄を行うための機材（コンプレッサー）の取り扱い説明に関しては、現場で

SWA職員に技術指導も実施した（別添資料 6）。 

 

 (b) 経過報告会について（2015年 10月 20、21日） 

 2015年 10月 20日に SWA本部にて実証データに基づく実証の経過説明を行うとともに、

今後の展開について協議を行った。また翌 21日には現場にてメンテナンス方法の説明、デ

ータ取得方法の説明サモア語の取り扱い説明書の配布、SWAの重機を用いて土砂の洗い流し

や逆洗の実施を行った。 

 

(i)本事業の経過報告 

  SWA職員及び関係者 20名ほど参加し、経過報告会を実施した。当社側から伏流水取水法

の仕組みの概要を再度解説するとともに、これまでに実施してきた事前調査から工事完了

後のデータ取得までの一連の経緯を説明した。また、実証データに基づき、濁度軽減が図

れるとともに流量を確保することができた旨の解説を行った。SWAからは高い評価を得られ

たがその後の質疑応答時においては、メンテナンスの方法や頻度、逆洗の仕組みについて

詳しい解説を求められた。また台風により河川の氾濫等の被害にあってきが、伏流水取水

法は機材を川底に設置するため、影響が少ないく利点が大きいとのコメントも得た。 

 

(ii) 今後の展開についての協議 

 アラオア浄水場への流入量の全量(日量 10,000㎥/日)を伏流水取水法にて実施する場合

の工事内容の概要の説明を行った。今までの実証データに基づき算出したところ、800mmの

スクリーンパイプを活用し、およそ 80mの設置が必要となることが判明した。 

実際には、40mの長さのスクリーンパイプを 2本並列で埋設することを想定している。総工

事費については日本円でおよそ 4億円（7.55百万 WST）であることも説明した。 

 これに対して、当社側から SWAの予算において実施することが実際のところ可能なのか

どうかとの質問を行った。SWAとしては本事業を大変高く評価しており、実施について検討

したいとの返答を得た。また、SWAとしては、内部で資金面を含めて検討するとしているが、

海外からの財政支援で事業が成立している SWA の資金面から、高額の予算をどのように確

保するのかといった懸念がある。 

 

 
 

写真 16: 逆洗を行うコンプレッサー 
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図 25： アラオア浄水場への流入量の全量実施の概要図 

 

 さらに、SWAが関心を示している、アフィアマル取水口への本事業手法の導入について当

社側からの提案とその協議を行った。当社から提示した案は、伏流水取水法及び生物ろ過

法（EPS）の併用である。EPS は、小規模のろ過装置であり安価での設置が可能である。伏

流水取水法は前処理技術として濁度軽減が主目的である。アフィアマル取水口は、前述の

通り当社が確認した時点においては、取水口付近には小さな虫が涌いている状態であり、

川に塩ビ管を繋いだだけの状態である。SWAは取水口付近の落ち葉をたまに取り除く程度し

かしておらず、伏流水取水法による濁度軽減は一定の効果が期待できる。しかしながら、

伏流水取水法のみでは浄水場で実施している水因性疾病予防のための塩素投与による消毒

効果はない。EPSの利点としては、小規模かつ安価での設置が可能である点である。流量が

少ない取水口において EPS を導入しタンク部分で塩素投与を行い消毒することを想定して

いる。SWAからは、アフィアマル取水口の改善は喫緊の課題と考えており、本提案について

は強い関心があるとの回答を得た。 

 

 

 
EPS部分の出典： 2015年 8月に実施された JICA沖縄における EPS 研修資料 

図 26:アフィアマル取水口への導入のイメージ図 
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  SWAからは、アラオア浄水場への流入量の全量への伏流水取水法の適用及びアフィアマ

ル取水口への伏流水取水法と EPSの併用について、更なる協議の継続と、詳細見積もりを

要望された。2016年 2月の最終渡航時には、詳細見積もりの提示を当社から行い、実施に

向けて引き続き協議を行うこととなった。 

 

(iii) 現場での説明 

 翌日には現場にて SWA職員及び関係者 20名ほどに対し、サモア語でのメンテナンス方法

の資料を配布するとともに、逆洗のデモンストレーションを実施し、SWAの重機を用いて土

砂の洗い流しの実演を含めたメンテナンスの技術指導を行った。当社の技術指導により、

SWA職員には逆洗及び重機を活用した土砂の洗い流しの作業について技術を習得した。 

 
 

 
 

 

 

 

 

濁度計、流量計の説明 重機を用いた土砂の洗い 

流しの様子 

逆洗に用いるコンプ 

レッサーの使用法の説明 

写真 17: 現場での説明の様子 

 

(c) 最終報告会（2016年 2月） 

 SWA本部にて本事業の最終報告を行うとともに、アラオア浄水場への流入量の全量への伏

流水取水法の適用について必要な設備についての説明と見積もりの提示を行った。また、

アフィアマル取水口における伏流水取水法及び EPS方式の導入についての協議を行った。 

 

・SWA本部での最終報告会 2016年 2月 1日 

SWA 側からはジェイミー総裁、イエセ工務課長、カテーニャが、JICA サモア事務所から

中曽根氏、CEPSO富山氏が参加した。伏流水取水方式の濁度除去効果についての説明につい

ては、ジェイミー総裁から「伏流水取水方式の効果については期待以上の結果を得ている。

SWAとしてはアラオア浄水場の原水濁度については最大の問題と認識している」とのコメン

トを得た。また今後、6か月程度、普及・実証事業で設置した設備を使い SWAが独自でデー

タ取得し効果を確認する計画である旨の説明を受けた。また、施工費に関しては、導水管

の取り替えを行わないなどの見直しによりさらにコストを下げるような方法を今後も双方

で検討を続けることを確認した。SWAの優先順位としては、アラオア浄水場への伏流水取水

法の導入が高いため、アフィアマルにおける伏流水取水法及び EPS方式の導入については、

フォローアップミーティングで別途行うことになった。 

 アラオア浄水場への流入量の全量への伏流水取水法の適用について必要な設備の説明の

主な内容は以下のとおり。 
 ・必要な設備 (i)スクリーンパイプ 
   経過説明会において提示した通り 800mm のスクリーンパイプを活用し、およそ 80m

の設置が必要となる。 

 ・必要な設備(ii)空気逆洗用ブロワ室 

   逆洗浄は頻度を多くしたほうが目詰まりを防ぐことができる。現地河川は雨期には

濁流となり取水口付近まで近づくことができない。そのため、常設の逆洗ブロワを設

置する。逆洗ブロワは劣化を防ぐため小屋を建設する。 
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図 27： ブロア室の概要図 

 

・必要な設備(iii)小型擁壁 

    現地河川は、雨期には濁流が発生し近づくのも危険であるが、乾期は河川水量が

ほとんどなくなる。取水の効率を高めるため河川の流れをスクリーンパイプが設置

されている側に集中させるため、小型堰を設置する。 
 

 

 

図 28: 小型堰設置平面図 
 

・必要な設備(iv) 取水堰からアラオア浄水場までの導水管更新 

    既設取水堰からアラオア浄水場までの導水管（ダクタイル鋳鉄管φ400mm）は、外

面塗装が剥がれ、表面には発錆が確認できる。また、いたるところ濁流により流れ

てきた流木や岩がぶつかってへこんでいる部分も確認した。このような状況では、

埋設して見えない部分で漏水が発生している可能性が高く、10,000 m3/日を取水して

も浄水場には全量は流入しないことが予想される。そのため、導水管の布設替えを

同時に行うことが望ましい。 
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 上記条件の数量を算出し、概算工事金額を算出すると以下のようになる。 
表 25: 概算費用（アラオア浄水場への伏流水取水法導入） 

項  目 概算工事金 
スクリーンパイプ 

空気洗浄パイプ 

集水桝・導水管布設 

逆洗ブロワ室 

砂利 

資材運搬費 

仮設配管費 

現地重機借用費 

119,600 千円 

16,400 千円 

76,000 千円 

47,200 千円 

42,400 千円 

22,800 千円 

45,600 千円 

30,000 千円 

合  計 400,000 千円 

 

・フォローアップミーティング（2016年 2月 3日） 

 SWAテクニカルディビジョン カテーニャ（エンジニア）と、アラオア浄水場における伏

流水取水法の導入に関し、施工費を軽減するための方策について協議を行った。その際に

は、当社側が資機材の調達、設計、施工管理を行い、SWA側が積極的に工事に関与するなど

の案がなされた。 

今後、SWA側で関与することが可能な工程の精査などを行い、費用軽減効果などの協議を

続けていくこととなった。 

 アフィアマル取水口についての伏流水取水法及び EPS 方式の導入についての協議も行っ

た。SWA 側からは、「未浄水で給水していることから伏流水法及び EPS 方式の有効性を認識

している。空港近くのモアモアも堰からの取水のみで水を供給しているため、そこへの導

入も検討したい。優先順位としてはアラオアが最も高いが、今後 SWA 内で予算を確保でき

るのであれば、アフィアマルやモアモアへの伏流水法及び EPS 方式の導入も検討したい」

とのコメントを得た。今後は、アラオア浄水場における伏流水取水法についての検討と同

時に、伏流水取水用及び EPS方式の導入についても協議を続けることで同意した。 

  

 

（2）開発課題解決の観点からの成果の評価 

 前述の通りサモアの水道事業においては、安全で信頼できる水道への恒常的アクセスが

求められている。サモアの河川は、雨季の大雨時に集水区域から大量の土砂が流入してく

るため、高濁水となる。このため既存の生物浄化法を用いた浄水施設の負荷が高く、濁水

を給水する事態が発生している。本事業では、伏流水取水方式（および逆洗方式）を浄水

場へ流入する前の段階の処理として活用することにより浄水処場の濁度軽減および流量の

確保を行い、浄水処理の負担を軽減することを目指すものである。本事業を行うことによ

るこれら開発課題解決の観点における成果の評価は次の通りである。 

 

  ① サモア国内にある緩速ろ過池（生物浄化法）へ流入する水の濁度軽減 

 実証データが示す通り、濁度の軽減には大幅に貢献できた。本事業の特徴としては、高

濁度時においても、安定した濁度軽減を実施できることである。前述した、原水濁度と伏

流水濁度、除去率測したデータから原水濁度のピークを示した時の伏流水濁度、除去率の

表から明らかな通り、除去率は 300NTU以上の高濁度時において 80%以上を記録している。 

（例：2015年 3月 26 日に原水が 530NTUだったのに対し、伏流水取水法では 66NTUであり

除去率は 87.5%であった。また、2015年 5月 23日に原水が 412NUTであったのに対し伏流

水取水法では 75.6NTU であり除去率は 81.7%であった）SWAへの報告会で特に評価された点

は、この高濁度時における軽減率の高さであった。 
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 下に SWAが毎月実施している水質試験項目のうち、アラオア浄水場流入口で測定した

直近（2012年 1月～2015年 6月）濁度のデータを示す。2013年 12月のデータでは、濁度

667NTUが、2014年１月では 44.4NTU観測されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 29: 水質測定結果（2012 年 1月～2015年 5月） 

（出展：WATER QUALITY REPORT：SWA） 

 

原水濁度が 667NTU、Settling Tankの出口で 775NTUと 664NTUとなり、Roughing Filter

の処理水は 155～244NTUの値を検出している。現状の高濁水をそのまま取水している状態

では、155～244NTUの原水が緩速ろ過池に流入していると考えられる。 

2014年 1月のアラオア浄水場の水質測定で、原水濁度が 44.4NTU、Roughing Filter の処

理水で 34.3～39.4NTU となっている。伏流水取水方法では、河川原水の濁度が 530NTUの場

合でも伏流水は 66NTU であった結果から、伏流水取水方式を採用すると原水濁度が 2014年

1月の水質測定データに近い値となり、豪雨により河川の濁度が高濁になった場合でも、緩

速ろ過池への流入水の濁度が大幅に低減されることが期待される。緩速ろ過池に流入する

濁度を低減することにより、ろ過池が閉塞するまでの期間が長くなり、砂掻き取りの頻度

を少なくすることができる。SWAが管理している全ての浄水場は、沈殿池→粗ろ過池→砂ろ

過池の構造となっている。生物浄化法では、発生した藻の根に濁質が絡まり、藻が浮上す

る際に濁質も一緒に浮上することが、宮古島での運営実績から証明されている。アラオア

浄水場では、その藻は越流管により排水されていくため、本事業により濁度が低減した原

水を取水できれば、安定して浄水処理を行うことが可能と考える。 

 

表 26: 原水濁度と処理水の濁度 

年月 濁度 Roughing Filter 出口 

2013年 12月 667NTU（原水） 155～244NTU（原水） 

2015年 3月 
530NTU（原水）                125NTU（原水） 

66NTU（伏流水取水法）        40NTU 程度（伏流水取水法） 

 

  ② 逆洗方式による上水の安定供給 

 本事業において目指していた流量は 1,000㎥/日であり、これはアラオア浄水場への取水

量の 1/10程度である。①の濁度軽減が図られたとしても、十分な流量を浄水場に供給でき

なければ、本提案技術の効果は低い。その面でも、計画していた流量以上の確保が可能で

あることが実証できた。しかしながら、大雨後に土砂が大量に堆積した時には、流量が大

幅に低下することも確認できた。以下の表は、メンテナンス実施前と、メンテナンス後の
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流量を示すものである。2015年 7月 30日に実施したメンテナンス前には 25㎥/時程度の流

量であり、目標としている日量には達していない。しかし、メンテナンス実施時期が乾季

であり河川の水量が少ないことも影響しているが、実施した後には 40㎥/時程度の流量を

確保できており目標値にほぼ達していることがわかる。 

 
 

 アラオア浄水場への全流入量を伏流水取水法にて実施するための試算を行った。 

 

表 27: アラオア浄水場へ伏流水取水法導入のための機材 

項目 普及・実証事業 
アラオア浄水場の全取水量確保の

ための機材 

ｽｸﾘｰﾝﾊﾟｲﾌﾟ長さ 12m 40m x 2本(合計 80m) 

ｽｸﾘｰﾝﾊﾟｲﾌﾟ直径 300mm 800mm 

掘削 

深約 1.5m、幅 7.2m程度 

岩：2.3mW x1.0mHx14.9L=34.27㎥ 

土砂：7.2㎡ x14.9m=107.28 ㎥ 

深約 2.5m〜3.5m 程度、幅 3m程度 

岩： 2.0W x 1.0H x 100L=200㎥ 

土砂：340㎡ x1.5m=510㎥ 

その他 
じゃ籠、発電機用パイプ、逆洗管、

コンプレッサーなど 

じゃ籠、発電機用パイプ、逆洗管、

ブロワなど 

流入量 1,000㎥/日 10,000 ㎥/日 

 

③ SWA職員の維持管理技術の向上および自主的運営 

伏流水取水法の特徴として、メンテナンスの頻度が少なく、構造が単純であるため複雑

な技術習得が必要ないことが挙げられる。前述の通り、SWA職員による維持管理のための技

術としては逆洗を実施するためのコンプレッサーの操作と重機を用いた土砂の洗い流しが

主であり、そのいずれも一連の作業を SWA 職員と実演しており、既に技術は習得済みであ

る。また、これらのメンテナンスの効果は、川面への泡の発生による目視確認が可能であ

るとともに、濁度計、水量計によるデータ取得も可能である。加えて、これらの作業は、

今後アラオア浄水場での取水の全量を伏流水取水法で実施することに事業展開ができた場

合においても、規模は大きくなるものの内容は変わらない。SWA職員からは、伏流水取水法

であれば自主運営が可能であり、大規模に実施した時でも本事業と作業内容が変わらない

点が高く評価された。 

 

（3）開発課題解決に向けた今後の課題と対応策 

 本提案技術の導入により、雨期における原水の濁度が高ることによる浄水場への高負荷
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および、高濁度のまま水道水として給水されているといった開発課題である安全な水の供

給の解決に寄与する可能性が判明した。本事業を通じて、工事費用や、地質・地形による

影響などについての課題が明らかになった為、その対応策を以下に記す。 
 
 ① 工事費用 

当社が中心となり、設計、機材調達及び施工管理を行う予定である。しかしながら工事

は現地の建設会社保有の重機を使用した作業が必要となる。複数の建設会社にヒアリング

を行ったが、重機のレンタル費用は高額である（日額 10万円程度）。これは、我が国の相

場と比べて 10倍程度であり、工事費用が高額になる要因となっている。今後現地建設会社

とは JVを結成し共同受託を行うなどの対応を行い費用軽減の検討を続ける。 

 

 ② 地質・地形による影響 

 サモアは、熱帯に属するため植物の分解速度が早く、降雨強度が強いため分解された腐

植土が流されてしまうため、表土が薄い。この点に関しては沖縄と類似性がある。さらに

火山によって形成された島であるため、少し掘削すると岩盤に到達する箇所が多々ある。

本事業の実施地域においても、ボーリング調査の結果設備設置工事の障害になる浅い箇所

の岩盤が見つかったため、岩盤掘削用の機材を選定した経緯がある。また、他の取水口へ

の導入を行う際にも、取水口への重機の搬入が困難な地域が存在している。 

そのため、まずは重機が通行できるようなアクセス路の整備を行わなくてはならない。

更に、渓流上部への足場を組む作業等が必要となり、工期の長期化や工事費用の上昇が懸

念される。対応策としては、本事業と同様に作業実施前に複数箇所でのボーリング調査を

行い、事前に適切な岩盤掘削用の機材調達を行うことが考えられる。現在想定している、

アラオア浄水場近辺並びにアフィアマル取水口については、アクセス路についての懸念は

ない。しかし他の取水口への導入が検討される段階においては、アクセス路の整備につい

て、安価な足場構築の手法などについて建設会社と協議を行う予定である。 

 

  ③ 村落給水（EPS：Ecological Purelification System）の導入 

 アフィアマル取水口のように浄水処理を行わずに取水堰から原水を直接配水管で給水し

ている地区が数カ所存在する。SWAは、アフィアマルだけでなく島の東部、空港近くにモア

モアという個所も取水のみで水を供給している地域があり、伏流水法及び EPS 方式の導入

を今後当社と検討を続けることとなった。EPS による水処理は、フィジーにおいて JICA の

専門家派遣（案件名：生物浄化法による村落給水（EPS）アドバイザー 協力機関:2014 年

11月〜2015年 7月）、JICA沖縄での研修、信州大学の中本名誉教授が中心となって展開し

ている Clear Water Project by EPS for Rural People in Fijiなどがある。 

サモアにおいては中本名誉教授と宮古島市水道局による「宮古島草の根活動」にて、ア

ラオア浄水場にて生物浄化法についての浄水場管理方法を指導している。SWA側も毎年 JICA

沖縄で行われている研修に職員を派遣しており、生物浄化法についての理解も進んでいる。 

本施設の導入により、これまでは降雨時には給水栓から濁水が出てきていたのが、生物

浄化法により浄水処理され、大腸菌などが除去された安全な水を供給することが可能とな

る。 

アフィアマル取水口は、SWAへのヒアリングによると約 50㎥/日の取水量（メーターを設

置していないため正確な取水量は不明である。）、83 の給水栓があり、利用者の殆どが住

宅であり、ほぼ全てが生活用水で使用されている状態である。2011 年にサモア財務省が作

成したマスタープラン6 においては、急速ろ過方式の浄水場を建設することが望ましいと

した提言がなされているが、具体的な開発計画はない状態である。 
 

 
6 出典：Kellogg Brown & Root Pty Ltd, 2011 
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アフィアマルの伏流水取水方式と生物浄化法による概算工事金額を以下に示す。 

 

表 28: アフィアマル浄水場へ導入のための機材 

項目 設備 

ｽｸﾘｰﾝﾊﾟｲﾌﾟ長さ 10m 

ｽｸﾘｰﾝﾊﾟｲﾌﾟ直径 100mm 

掘削 

深約 1.5m、幅 7.2m程度 

岩：1.0mW x1.0mHx10mL=10.00㎥ 

土砂：1.0㎡ x10.0m=10.00㎥ 

その他 逆洗管など 

 

表 29: アフィアマル浄水場へ導入のための概算工事金額 

項  目 概算工事金額 
スクリーンパイプ・逆洗装置 

現地作業員・重機借用費 

現地資材費（コンクリート、石材） 

資材運搬費 

生物浄化法 

4,400千円 

15,100 千円 

5,000千円 

2,900千円 

2,500千円 

合  計 29,900 千円 

 

  ④ ビジネス展開 

 永続的な事業展開を行うためには、商圏及び事業内容を広げる必要があると考えられ

る。当実証事業はショーケース・可視化できる設備として積極的に活用し、短期的にはア

ラオア浄水場及びアフィアマル取水口での実施を足掛かりに他の浄水場や取水口への導入

を目指す。サモア国内の商圏は限られている為、伏流水取水法及び EPS との組み合わせに

よる事業実施が可能な箇所は限定されている。しかしながら、同様の開発課題を抱えてい

る近隣諸国は複数存在している。その為、対応としては近隣国への水平展開を行うことが

考えられる。また、中長期的には、「水ビジネス」を軸に洗砂機、無収水率改善のための

水道メーターの設置・販売、管路老朽化対策、漏水防止策、大腸菌の発生などの課題を抱

える下水処理事業の可能性についても、当社が参画している「水ビジネス検討会」の参画

企業の知見を生かし、総合的な水ビジネス展開を進めていきたいと考えている。 

 

（4）日本国内の地方経済・地域活性化への貢献 

 今回の普及・実証事業は、沖縄の亜熱帯性、島嶼性を活かした生物浄化法による浄水技

術が、同じ気候条件や地理的条件の諸国にとって有効な技術であると考え、宮古島モデル・

プロジェクトと並行する形で実施した。サモアは、宮古島や石垣と比較して、雨季には河

川原水濁度が高くなり浄水能力が低下するが、伏流水取水法を実証することにより、低コ

ストによる浄水技術の幅を広げるものとなる。様々な条件に於いてもこのモデルの有効性

を証明することは、島嶼国など多くの諸国での実用の可能性を大きくすると考える。 

 本事業には沖縄の複数の企業が関わっているが、沖縄企業の下請けに依らないビジネス

と海外展開のチャンスを得るものとなろう。地下水を水源とするトンガに於いてもこの技

術への期待が表明されている他、浄水場がなく表流水も水源とするソロモン諸島でも応用

性は期待できる。 

また、将来においては沖縄における「水ビジネス検討会」（任意団体）を法人化（株式

会社）し、上水処理を中心とした事業展開および、その国々の様々な水の課題（水道メー

ター、管路老朽化、漏水、下水等）を解決できるような提案をしていきたいと考えている。

サモアにおける事業化を当面の主たる活動拠点にする予定である。サモアを始めとする大
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洋州諸国同様に島嶼である沖縄の技術を用いて、前述した上水の濁度軽減の開発課題解決

に導く事により、沖縄における雇用創出、技術向上、知見の集約等が可能となり、地元経

済・地域活性化への貢献にも繋がると考える。 

水ビジネス検討会は一般社団法人沖縄県経営者協会により宮古島市、JICAと共催で 2011

年 7 月に正式発足した。同検討会では「水」だけでなく沖縄に優位性がある島嶼における

循環型社会システム構築のノウハウを活かし、「再生可能エネルギー」や「リサイクル」

ビジネスのビジネス化を検討している。当社は検討会設立当初から幹事企業として運営に

携わっている。 

例えば、2011年 3月には JICA無償資金協力セミナーと水ビジネス検討会総会を同時開催

し宮古島現況調査を実施した。同年 8 月には検討会参加企業が、「宮古島エコアイランド

構想」を掲げ、環境モデル都市にも指定された宮古島の生物浄化（緩速ろ過）法による浄

水技術、バイオマスの利活用技術、再生可能エネルギー関連施設、地下ダムなど調査した。

生物浄化法は大洋州諸国に適した技術である、水資源保全管理に係るコンサルティング業

務展開の可能性がある、島嶼でのバイオマス利活用技術が有用である、などが確認された。

更に、沖縄県企業局が実施する「島嶼における水資源保全管理」コースで来沖した研修員

12 人と、検討会参加企業が意見交換を実施し、フィジー、ソロモン、サモアの研修員が沖

縄で学んだこと、期待することを発表し、深刻な漏水問題や浄水場の設置など水道事業運

営改善のための沖縄への期待が表明された。 

2012年 11月に水ビジネス検討会はフィジー、トンガ、サモアの 3ヵ国を調査し、水や廃

棄物管理など、島嶼で亜熱帯地域にあり共通の課題を有する沖縄の経験やノウハウを、大

洋州諸国に活かせるか否かの調査を行った。フィジーでは、ラウトカ地区の浄水場（ブア

ブア浄水場）を視察し、浄水場の運転・維持管理について状況を確認した。フィジー本島

においては、比較的水源が豊富であり効率的な水道システムが導入されており、給水人口

も比較的多いことから、大洋州地域の中では安全な水の供給、効率的な事業運営が行われ

ているようであるが、漏水率（無収率）が高いという課題を抱えている。トンガでは、タ

プ島、ババウ島の 2か所を視察した。2か所とも河川が無く水源は、地下水と天水のみで宮

古島と非常に類似している。人口増加や生活形態の変化により水需要が増大すると見込ま

れているが、水源が地下水と天水のみの島にとって最重要課題と思われる。トンガのタプ

島においては、地下揚水量の増加に伴う淡水レンズの塩水化の危険性もあることから、天

水利用も含めた長期的視点に立った水源確保の検討が必要である。また施設の運転管理・

維持管理の重要性についての認識が低く、持続可能な水道を達成させるためには、水道技

術者の育成も重要な課題であると思われる。最後にサモアでは、アラオア浄水場、フルア

ソウ浄水場の 2 か所を視察した。アラオア浄水場の緩速ろ過法（生物浄化法）の運転・維

持管理については、宮古島市の技術協力により適切に管理されていた。サモアでは、水源

に恵まれていることもあるが、効率的・効果的な水道システムが整備されており、既存施

設を適切に管理・運営することで、持続可能な水供給が達成されると思われる。その為に

も人材育成が重要であり、宮古島市が実施している草の根技術協力事業（2014年 3月終了）

によって大きな効果が得られているように思われる 6。 

同検討会には多くの沖縄の企業が参加しており、沖縄企業の知見・技術を活かした大洋

州の課題への貢献について様々な検討が行われている。当社はサモアで行っている本事業

についての説明を行う等、県内企業の技術が島嶼国において具体的に活用できるモデルケ

ースとしての情報を発信した。 

このように本提案事業の技術普及のために、県内の企業と連携して協力体制を構築し、

現地への技術供与などを行うことにより、中小企業活性化の一助になると考えられる。 

また上記のような島嶼国からの研修員の受入や、県内企業の島嶼国への訪問などを通じ

 

 
7 JICA 沖縄の「水ビジネス検討会」の実施概要より 
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て、人的交流の機会が得られることにより更なる国際化を促進していくことが可能となる。 

  沖縄における新たな事業創出を促進することは、沖縄の産業振興や雇用創出のために重

要な要素となっている。沖縄県が策定した「沖縄県事業環境整備構想」に基づき沖縄県プ

ラットフォームが設置されており、公益財団法人沖縄県産業振興公社が中核となり、県内

中小企業による新事業の創出、事業拡大や創業を目指す方々を、様々な分野から多角的・

効果的に支援を行っており、海外ビジネス支援を積極的に行っているため、県の政策と合

致している。更に、内閣府沖縄総合事務所主催の太平洋島嶼国ビジネスセミナーや JICA主

催の中小企業海外展開支援「普及・実証事業」説明会（2014年 4月 10日開催）においても

当社は本事業についての発表を行っている。沖縄県行政は、県内の事業者が海外展開して

いくことを奨励している。したがって、海外展開などを考えている県内の他の事業者に対

して、セミナーを行う際に本事業の事例を紹介することによって、沖縄県の他産業で、開

発途上国への進出などの足がかりとなる契機を創出することができ、他企業が同様に海外

進出する際にスムーズに支援する機会に繋がることが想定できる。事業を成功に導くため

に、現地スタッフの指導・研修などを現地で行うため、日本人技術者を派遣して、設備の

取り扱いや管理方法、作業方法等を伝えていくことが想定される。また、現地スタッフが

県内で指導・研修などを行う期間在住することにより、県内の新たな人材の雇用などの経

済効果が期待できる。また沖縄県で初となる「民間連携ボランティア」として、当社の社

員が 2014 年 10 月よりサモアに派遣されており、コミュニティ開発の現地 NGO において 2

年間活動を継続中である。既に派遣して１年間が経過し現地での様々なネットワークを構

築している。派遣期間終了までの今後１年の間に、民間連携ボランティア制度の目的であ

る、「生活様式や文化、習慣の異なる現地の人とともに活動することで、グローバルな視

野、創意工夫・企画力、精神力・忍耐力、語学力、コミュニケーション力が培われ、現地

でのネットワークを築くこと」を進め、帰国後にそれらの知見を活かし企業活動に貢献す

ることを当社の社員には期待している。 

 

（5）環境社会配慮 

河川の開発を伴う水道プロジェクトを実施する場合には、環境影響評価(EIA)Regulation 

2007に基づき、環境影響評価報告書(CEAR)もしくは、簡易環境評価報告書 (PEAR)を作成し

計画・都市管理庁（PUMA）に提出する必要がある。工事実施にあたっては、CEAR もしくは

PEAR 及び Planning and Urban Management Act 2004 に基づく開発同意申請書(DCA)を提出

し、Development Consentを事前に得ておく必要がある。本提案事業は、天然素材を主とし

て活用した濁度軽減を目的としており、化学薬品などを使用せず、水処理後の排水も発生

しない。設置工事自体も礫を詰めたじゃ籠を河川の取水口前に設置することが主たる内容

であるため環境に対する負荷はほとんどない。また、本提案事業による住民移転や、土地

利用・水域利用が変化して住民の生活に悪影響を及ぼす可能性もない。今後普及拡大が進

んだ時には、じゃ籠の金属部分の交換などを行う時に廃棄物が発生するが、リサイクルな

どによる活用を検討することが望ましい。 
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4. 本事業実施後のビジネス展開計画 
（1）普及・実証に関して検討した事業化およびその開発効果 

 当社は、本事業を通じて得た経験を活用し、水ビジネスを積極的に展開することにより

太平洋地域の経済発展・活性化へと繋がる事を目指している。しかしながら、サモアは島

嶼国独特の商圏の狭さと ODA への依存体質であり、カウンターパートの設備投資の予算は

は第 2章(4)②に記載の通り限られている。このようなサモアの状況下で、どのようにして

本事業の技術である伏流水取水法を他国のドナー等に採用される機会を作るか、もしくは

SWA 自らが本技術を用いてアラオア浄水場への本格導入やその他の給水箇所でも導入する

かなどの事業化の可能性を検討した。その結果、事業展開の方向性としては、本事業で実

施した伏流水取水法の展開を主軸に、水ビジネス検討会の参画企業のそれぞれに技術を持

ち寄り沖縄の知見を活かした技術の導入を目的に、当該国給水事業への継続的な技術協力

を目指す事とした。当社の国内での事業では、昭和 26年の創業以来、上水用鉄蓋や水道メ

ーターなどの上下水道資材の販売、施工設置を実施してきた。また、水ビジネス検討会の

参画企業には本事業において設計及び施工管理を担当した企業の他にも上水から下水に至

るまで資機材の提供から改善技術を保有している企業が複数いる。そのため、取水、浄水、

給水、下水に至る各工程においても事業化の可能性を検討している。 

まず、取水に関しては伏流水取水法及び EPS との組み合わせを軸とした前処理技術の展

開を想定している。浄水に関しては、洗砂機および塩素などの薬品注入機械設備の販売な

どの機材提供を想定している。今後、当該分野の無償資金協力の機会があれば、当社も参

加する予定である。給水に関しては水道メーターの設置から漏水防止のための水道管修繕

について国内での事業実績を保有しているため、サモアにおいても活用できると考えてい

る。さらに下水処理については、サモアは大腸菌の発生等の課題を抱えておりその適正処

理が求められている。国内で実施している浄水場の汚泥や建設汚泥を造粒固化工法により

盛り土剤や路盤材などに再利用可能な土壌に改良するリサイクルシステムの構築などを想

定している。地理的な水平展開としては、近隣諸国を予定している。サモアと同様に濁水流

出により環境の悪化、災害のリスクが高まっている大洋州のパラオ、トンガ、ソロモン諸

島、バヌアツ、ナウル、ニウエ、クック諸島、マーシャル、フィジー などのうち、特に水

ビジネス検討会として既に事前視察を実施したトンガやフィジーには潜在的なビジネス展

開の可能性が高いと判断しており注力したいと考えている。 

 

 
図 30： 事業メニューについて 

  

  開発効果としては次が考えられる。 

① 緩速ろ過池（生物浄化法）へ流入する水の濁度軽減 
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 本方式を用いた前処理によ

る濁度軽減により、緩速ろ過池

へ流入する水の水質改善につ

ながる。これにより浄水場の維

持管理に関わる作業量が減り、

メンテナンス費用の軽減につ

ながる。メンテナンス費用に関

しては、アラオア浄水場を例に

とると、人件費及び砂購入費な

どを合算して年間およそ 500万

円程度と予測する。アラオア浄

水場は 1ヶ月に 1池の単位でメ

ンテナンス（砂の掻き取り、補

充）を行っている。1 回の掻き取りに職員 5名、重機 2台が充てられ、1日間の仕事である。

職員の日当が 10WST/h×10h×5名＝500WST、重機賃料 220WST/h×10h×2台＝4,400WST、合

計 4,900WST／月×12 ヶ月＝58,800WSTの費用がかかる。本事業の導入により、これらの費

用は 1/3から 1/2に軽減できると考えられる。 

 

② 上水の安定供給及び公衆衛生の向上 

 逆洗方式を実施することにより目詰まりを防ぎ流量を確保することが可能となる。また、

EPSと併用することにより流量が少ない取水口において濁度軽減と水因性疾病防止のため

の水処理が可能となり、公衆衛生の向上が図られる。特に流量が少ない取水口において高

額な浄水場を建設するよりも、伏流水取水法及び EPSを導入した方が、建設コストが大幅

に軽減できると考えられる。（アフィアマル取水口において伏流水取水法及び EPSを導入

した場合の建設コストは概算ではあるがおよそ 3,000万円。浄水場の建設コストは 6,000

万円程度と推定される）現在、フィジー村落給水で展開されている EPSは、フィジー国内

で入手できる材料を用いて、現地職員が JICAの SVと中本名誉教授の指導のもと製作・普

及している。これらの材料はサモア国内で入手することが可能であり、設置後の維持工事

は自国で行える。SWA では職員を毎年、JICA沖縄の研修に派遣、さらに現在実施されてい

る技術協力プロジェクトのメニューでも中本名誉教授による EPS技術の伝承を行っている。 

 

③ SWA職員の維持管理技術の向上 

 当面の事業展開としては、アラオア浄水場の取水口及びアフィアマル取水口他への伏流

水取水法の導入である。既に、普及・実証事業により維持管理技術の習得は SWA 職員に図

られているが、さらなる展開により、多くの SWA 職員に伏流水取水法に関する維持管理技

術の習得が促進される。さらに、将来的には、事業メニューに記載された事業を展開した

時には水道メーター、漏水防止のための水道管などの維持管理技術の習得が図られる。 

 

④ その他 

 現時点においては、伏流水取水法の導入以外の事業メニューについては、機材調達に関

する入札以外は検討段階ではあるが、当社が国内で行っている水道メーターの設置から漏

水防止のための水道管修繕を実施することにより、無収水率の改善に寄与することができ

る。さらに、汚泥の処理方法としてサモアでは実施されていないリサイクルシステムの構

築により汚泥の活用を図ることにより大腸菌の発生などの防止に寄与することができると

考える。 

 

（2）事業実施後の相手国実施機関の自立的な活動継続について 

 本事業実施後、SWA が設備を保有し維持管理していくことになるが、そのために必要な対

  

 
 

写真 18: アラオア浄水場のメンテナンス作業の様子 
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策に関し実施した内容ついて以下に記す。 

 

  ① 設備の維持管理 

 伏流水取水法の特徴として、メンテナンスに必要な労力と費用が軽微である事が挙げら

れる。前述の通り、逆洗と重機による洗い出しを定期的に行えばその他の維持管理につい

ては特段実施が不要である。また、流木等が大量に流入してきて、蛇籠のワイヤー部分を

切断したりする事は想定されるが、その場合には、現地の資材センターで安価で販売して

いるため、修復は自ら簡単に行える。また、逆洗に使用するコンプレッサーであるが、雨

の当たらぬ場所での適正保管と、輸送時に破損しないようにすることなどの指導も行った

結果、設備度設置後は遵守されていることを確認している。これら維持管理についての技

術習得は当社の指導により済んでおり、今後は SWA 職員同士が、自立的に技術を伝承でき

るような工夫を行い活動が継続できるようにする予定である。 

 

  ② データ収集及び収集用設備 

 流量計及び濁度計に関しては、商用電力を使用している。商用電力使用に関わる費用は

前述の通り月額 3,000円程度であり、事業実施中はプリペイド方式で当社が負担していた。 

事業実施後に流量計及び濁度計を活用する場合には SWA の負担になることを、最終報告会

において説明した。SWA としては、データ収集が 24 時間自動的に連続して行える本システ

ムを気に入っている。特に、降雨時には河川に近寄ることができないため、河川濁度を測

定することができないが、本システムでは河川そのものの濁度を計測することが可能であ

ることは重要な意味を持つ。しばらくは SWA の費用負担にて継続して使用することを検討

するとの返答を得ている。活用をしなくなった時には、SWAが保有している簡易型の流量計

と濁度計を活用し手動にて測定を行うことになった。 

 

（3）今後の対象国におけるビジネス展開の方針・予定 
  ① マーケット分析 

  ア）実施場所について 

 繰り返しになるが、現在 SWA 側と協議を続けているのは、アラオア浄水場の取水口及び

アフィアマル取水口である。 

 その他に当社が現地調査を行った結果、ウポル島内においては、3カ所の浄水場には実施

が可能であると考えている。前述の通り、いずれも稼働率が設計よりも高く負荷が大きい。

本事業による濁度軽減は、浄水場の経済面、設備面の負荷を大幅に減らすことに寄与する

と考えられる。本提案技術である伏流水取水法を実施するためには、取水口の前に蛇籠な

どの設備の導入のために重機を用いて設置しなくてはならず、そこへのアクセス路が確保

されている必要がある。3カ所の浄水場の取水口までのアクセスはいずれも可能であると考

えられる。 

 
 

 
 

 

 

写真 19: 取水口までのアクセス路例（フルアソウ浄水場およびマロロレレイ浄水場） 
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 その他の未浄水処理の取水口前にも、本提案技術を提供することは可能であると考えら

れる。大規模な浄水場の建設と比較して、本提案技術は大幅な費用低減効果がある。本事

業のみの実施でも現状より大幅な濁度軽減が図られる可能性が高い。アフィアマル取水口

において提案している伏流水取水法と EPSの併用により、取水量が少ない取水口において、

浄水場を建設することなく、濁度軽減および水因性疾病の軽減への効果が期待できる。 

 サヴァイイ島においては、1カ所の浄水場が存在している。その他の給水箇所は全て湧き

水であり水質は良好であることが確認された。サヴァイイ島の SWA サヴァイイ運営事務部

においてヒアリングを行い、責任者とともに現地浄水施設と取水口を訪問した。サヴァイ

イ島浄水場は 1 万人への浄水の提供を行っているが、ウポル島と同様に、雨期の高濁度軽

減が課題であることが確認された。取水口へのアクセス路は辛うじて自動車が一台通れる

程であり、取水口付近は人が通れるだけの通路が作られているだけである。  

                                                             
 

 
 

 

 

写真 20: サヴァイイ島浄水場の様子 

 
 

 
 

 

 

写真 21: サヴァイイ島浄水場取水口 

 

また、取水口へ流れ込む渓流上部とは 2〜3ｍの落差がある状態である。本方式を導入す

るためには、まずは重機が通行できるためのアクセス路の整備を行わなくてはならない。

更に、渓流上部のへの足場を組む作業等が必要となり、工事費用の大幅な上昇が懸念され

る状態である。 

 将来的な展開においては、商圏をサモアと同様に濁水流出により環境の悪化、災害のリ

スクが高まっている大洋州の中でも、特にトンガやフィジーにおける導入を目指したいと

考えている。普及・実証事業の対象地ではないが、事前調査を 2012年 11月および 2013年

3月に水ビジネス検討会として実施した際には、トンガにおいては、本方式の導入対象にな

りえる地域が複数存在していることを確認した。また、フィジーにおいては、生物ろ過に

よる浄水場運営および EPSについては既に導入が行われている地域が複数あることから、

伏流水取水法の紹介を、本事業の実証データを活用して行っていきたいと考えている。 
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イ）他の ODAとの連携について 

我が国が実施中である、無償資金協力「都市水道改善計画」では、Tapatapao給水区およ

び Vailima 給水区に新たに緩速ろ過方式の浄水場を建設する予定であり、本提案技術の活

用により、新設される浄水場の負荷軽減に寄与できると考えられるため、連携を図りたい

と考えている。契約には至っていないが、関係者からの情報収集を行っており、現在連携

方法に向けた働きかけに着手している。 

 

  
図 31：ヴァイリマ、タパタパオ浄水場完成予想図 

（出典：サモア国 JICA都市水道リハビリテーション計画準備調査 八千代エンジニアリング株式会社） 

 

ウ）本事業の優位性について 

濁度を低減させる前処理方法として、普通沈殿方式、凝集沈殿方式方式がある。伏流水

方式の濁度低減有効性を検証するため、これらの方式と比較する。 

 

 (a)普通沈殿方式との比較 

普通沈殿方式は緩速ろ過池にかかる負担を軽減

する目的で、緩速ろ過池の前段に設ける。普通沈

殿池は凝集操作を行わずに重力により濁質を沈降

分離させるもので、自然沈殿とも呼ばれている。 

濁質で 1μｍ以上の粒子は容易に沈殿するが、コ

ロイド（10-5～10-7ｃｍ程度の大きさの粒子）は表

面に負の電荷を帯びているのでそのままの状態で

は沈殿しない。 

重力により沈降分離させるため、長い滞留時間が必要であり、コロイド粒子が多く含ま

れる土質であると沈殿処理水は濁度が高い状態となる。 

 当社は案件化調査(2013 年)において濁質の沈降試験を行った。この試験結果を参考にし

て、アラオア浄水場の前処理として普通沈殿池を建設した場合の施設規模を想定し比較を

行ってみた。案件化調査実施期間中に、アラオア浄水場前の河川は豪雨により高濁な期間

があり、その調査期間中の最高濁度は 1,122NTUを記録した。 

 

 

 

図 32：普通沈殿のイメージ図 
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アラオア浄水場付近河川状況 河川水高濁状況 濁度測定 

 
写真 22: 濁度測定 

 

沈降試験は、高濁した河川水（840NTU）をマグネチックスタ

ーラーで撹拌し濁質を均一にした後、静置し 30 分毎に液面部

分をサンプリングし、濁度を計測した。静置後、濁質は徐々に

沈降し始めるが、2時間経過した後でも上澄み液は濁ったまま

で濁度は 183NTU（除去率 78.2%）であった。沈降試験の結果を

次項に示す。 

 

 

 

上記沈降試験の結果から、普通沈殿では本河川の高濁した懸濁物質は、120分の滞留時間を

確保しても伏流水取水方式での処理水と同レベルの水質を得ることはできないと予測される。仮に

滞留時間 120分の沈殿池を建設する場合の沈澱池面積を算出する。 

アラオア浄水場の処理水量が 10,000m3/日であることから、 

10,000m3/日÷（24時間×60分）×120分＝833m3 

  

 水道設計指針によると、沈殿池の形状は長方形とし、沈殿部の長さは幅の 3～8倍を標準

とし、有効水深は 3～4mとするとある。１池の構造として、幅 5m×長さ 25m、（横縦比 1:5）

とすると、必要池数は、以下のとおりとなり広大な土地が必要となる。 

833m3÷（5m×25m）＝6.7 ≒ 7池 +1池（予備） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 33 :案件化調査における沈降試験結果 

 
 

 

 
写真 23:試験前との比較 

試験前（左）2時間後（右） 
 



 

66 
 

 

沈殿池の１池あたりの概略図を以下に示す。 

 
 

  

 

日水量 10,000m3を処理するための沈殿

池 7池を建設するには、49.5ｍ×31.5

ｍの敷地が必要となる。土地の権利が

村にあるサモアでは、土地の確保が最

大の障害となる。これだけの大きな土

地を確保することは非常に困難である

と同時に、取水口からアラオア浄水場

の地点は、河川敷から直ぐに切り立っ

た斜面となっており、この付近では平

坦な土地はないため、普通沈殿池を建

設することは不可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

普通沈殿池（日量 10,000m3/日）を建設するための概算工事費を以下の表に示す。 
 

   表 30：普通沈殿池の概算工事費 

項  目 金  額 

構造物工事費（8池分） 146,000千円 

導水管布設費 45,000千円 

沈殿池周り配管 30,000千円 

現地重機借用費 20,000千円 

造成費 50,000千円 

資材運搬費 10,000千円 

諸経費（設計費・管理費） 136,325千円 

合  計 437,325千円 

図 35: 日量 10,000m3の普通沈殿池設置面積 

図 34: 日量 10,000m3の普通沈殿池概略図 
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(b) 凝集沈殿方式との比較 

 凝集沈殿法は、ポリ塩化アルミニウム（PAC）などの凝集剤を注入して、コロイド粒子を重力による

沈殿可能な粒子の大きさにまで凝集させ、

除去する方法である。さらに沈殿効率を上

げるため傾斜板装置を設置し、沈殿面積

を増加させ省スペース化を図ることが可能

である。 

 しかし、原水の濁り状況に応じて凝集剤

の注入率を変化させる必要があるため、管

理運営に技術と経験が必要である。 

凝集剤を使用することにより生物浄化法に

必要な、微生物の活動を阻害するため薬

品を添加することはできない。このため、

生物浄化法による砂ろ過池の前処理とし

ては適していない。凝集剤を用いた沈殿

効果についての試験を行った結果を下表に示す。 

 

表 31：凝集沈殿方式との比較 
検 査 対 象 濁 度 除 去 率 

原水濁度 420NTU 

 

Blank  (5分静置) 225NTU 

PAC 30ppm（5分静置） 22.2NTU 

PAC 50ppm（5分静置） 16.6NTU 

PAC 60ppm（5分静置） 18.5NTU 

 

PACの沈殿試験より、各濃度とも沈殿効果が良好に得られた。PAC30ppmでは上澄み液が

微かに着色していた。PAC50ppm,60ppmでは上澄み液は透明であった。 
 

 
 

写真 24: PAC注入試験（左よりブランク、30,50,60ppm） 

 

 

図 36: 凝集沈殿のイメージ図 
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日本国内での 10,000m3/日の凝集沈殿池の設計事例を以下に示す。 

 
図 37: 日量 10,000㎥の凝集沈殿池の設計事例 

 

凝集沈殿処理は、PACなどの凝集剤を添加後、水中濃度を均一にするために急速撹拌し、そ

の後濁質の塊（フロック）を大きく成長させるために、緩速撹拌を行う。次いでフロックを効率よく除

去する為に傾斜板沈降装置を設置する。また、排水・排泥設備、天日乾燥池の設置を行う。下表

に水量 10,000m3/日の凝集沈殿池の工事費を示す。 

 

表 32 ： 凝集沈殿設備の概算工事費 

項  目 金  額 

構造物工事費 60,000千円 

機械設備工事費 200,000千円 

電気設備工事費 15,000千円 

薬品注入設備 10,000千円 

水質計器設備 6,000千円 

現地重機借用費 20,000千円 

導水管布設費 45,000千円 

造成費 40,000千円 

資材運搬費 30,000千円 

排水・排泥設備、天日乾燥池 150,000千円 

諸経費（設計費・管理費） 136,325千円 

合 計 712,325千円 
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凝集沈殿池の維持管理費として、凝集剤の消費量と電気代を算出する。 

 

案件化の沈降試験にて PAC注入率が 30ppm（30mg/㍑）で十分な沈殿効果を確認した。 

 サモアの月別雨日数は以下のグラフのとおりであり8、降雨日数は年間 174日として試算

を行った。 

表 33：月別降水量 

 
  

今回、観測した原水の濁度データ（5月 15日 21:00～5月 16日 16：00）より、雨が降り河

川濁度は約７時間高い状態が続くことが判る。その後は濁度 5NTU以下になるため、この高

濁時のみ凝集沈殿を稼働させることを想定する。 

 

表 34: 濁度データ(2015年 5月 15〜16日) 

 
 

表 33より年間降水日を 174日、表 34より濁度低減に必要な時間を７時間とし、凝集剤

（PAC）注入率が 30ppm（30mg/㍑）で注入する想定で水量 10,000m3/日に対する年間消費量

を算出すると、以下の式のとおりとなる。 

 

10,000m3/日×30mg/㍑×1,000×174日×7/24時間÷1,000,000＝15,225kg/年 

 

PACの国内販売価格は 2,100円/20kg＝2,100÷20kg＝105円/kgなので、 

15,225kg×105円/kg＝1,598,625≒1,600,000円/年 

 

 20ftコンテナの最大積載重量は 22,000kg（DRY）であり、必要量の凝集剤（PAC）の輸送

には 20ftコンテナ１台が必要である。サモアまでの輸送費は約 1,000,000円/台であるこ

とから、輸送費を含めた凝集剤の年間費用は以下のとおり。 

 

 
8 ：https://weather-and-climate.com/average-monthly-Rainfall-Temperature-Sunshine,Apia,Samoa 

20 
18 18 

 14 
13 

10 
11 

11 12 
14 

16 
17 

年間 174日 
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1,600,000円＋1,000,000円＝2,600,000円/年 

さらに凝集沈殿時に稼働する機械設備として、以下の機器が挙げられる。 

 

表 35: 凝集沈殿設備動力機器 

機  器  名 電動機容量 

急速撹拌ミキサー 3.0 kW 

緩速撹拌フロキュレーター 1段目 1.5kW 

緩速撹拌フロキュレーター 2段目 0.4kW 

薬品注入ポンプ 0.5kW 

合   計 5.4kW 

 

サモアの電気代は日本と比較すると高額である。おおよそ、1kWh＝１WST(≒50円)である

ため、雨の日だけ凝集沈殿設備が稼働すると仮定した場合、電気料金は 

   5.4kwh×174日×24時間×50円＝1,127,000 円/年となる。 

  

以上のことから凝集沈殿法の年間維持管理費用は、 

2,600,000円（薬品代）＋1,127,000円（電気代）＝3,727,000円/年になる。 

      

さらに、凝集沈殿設備から排出される汚泥はアルミニウムを含んでいるため、日本の法

律では産業廃棄物扱いとなり、指定業者に引き取ってもらう必要がある。汚泥の容積を減

らすために加圧脱水機や天日乾燥床など別の施設を建設する必要がある。 

 

 以下にそれらの方式と提案事業の方式を比較してみた。 

ゼロオプションを選択した場合、現在の浄水場へ流入する水の濁度軽減及び流量の確保

の問題は解消されない。雨季の高濁度水の流入及び乾季の給水量不足が発生することにな

る。粗ろ過池の処理能力を超えた高濁水が流入し、処理が不十分なまま緩速ろ過池に到達

し、緩速ろ過池（生物浄化法）による浄水能力も不十分なまま濁水を水道水として給水し

てしまうことが頻発するため、ゼロオプションは望ましいものではない。また、前述のと

おり、高濁度水の浄水場への流入により、砂の掻き取り、補充といったメンテナンスの頻

度が高く、費用が発生している状態である。(SWA 関係者はこれらの開発課題の解決は急務

であることを認識しており、ゼロコストオプションを選択することは考えていない。しか

しながら第 2章(4)②記載のとおり、設備投資予算が限られていることが障壁になっている

状態である。) 

 一方、提案事業は濁度軽減及び安定した流量の確保が期待される事業である。また、本

提案事業は、凝集剤を使用せず、沈殿池建設のための敷地も必要ではないため、用地買収

が不要であり、また環境社会への重大な影響が予測されない。また、前処理による濁度軽

減により、緩速ろ過池へ流入する水の水質改善につながる。これにより浄水場の維持管理

に関わる作業量が減り、メンテナンス費用の軽減につながる。本提案事業の実施はプラス

のインパクトが大であるため、実施は妥当であると判断する。その背景の下、ゼロオプシ

ョン及び代替案の検討を行った。その結果、本提案事業の計画内容は妥当であると判断で

きる。 
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表 36: 提案事業と前処理方式の比較 

項目 伏流水取水法 普通沈殿方式 凝集沈殿方式 

濁度軽減への効果 高い 高い 高い 

スペース 
河川底への設置 

 

沈殿池 (幅 5mx 長さ

25m)の建設のために広

大 な 敷 地 （ 49.5m x 

31.5m）が必要。 

排水槽、汚泥濃縮槽、

天日乾燥床等が必要と

なり普通沈殿方式と同

程度の敷地が必要。 

工費用 

 

 

安価 

資機材の多くが現地で

調達可能である。 

中程度 

 

 

高額 

 

 

工事費用概算 4.0億円  4.47億円 7.5億円 

施工の難易度 容易 高度な技術を伴う 高度な技術を伴う 

耐用年数 60 年 構造物部分 60年 
構造物部分 60年、 

機械部分 12 年程度 

維持管理の難易度 
逆洗を行う程度であり

技術習得が容易。 

構造が複雑であるた

め、専門家の配置が必

要。 

凝集剤の投与、凝集沈

殿物の適正処理が必

要。 

維持管理用人員 １～2 名 数名 数名 

維持管理 

年間コスト 

軽微（10〜20万円 ） 

逆洗を行う為のコンプ

レッサーの燃料代やそ

の輸送費等のみ必要。 

 

軽微（10〜20万円） 

薬品、動力が不要ため

定期的な清掃が必要で

あり、沈殿した泥の排

出用重機代のみ必要。 

約 370万円 

電力消費および継続的

な凝集剤代が必要。継

続的な薬品投与が必要

であり高価。 

設備投資及び維持

管理コストの NPV 

10 年間の設備投資（上

記工事費用）と年間の

維持管理コスト（年間

20 万円の前提） 

NPV:401,177 千円 

10 年間の設備投資（上

記工事費用）と年間の

維持管理コスト（年間

20 万 円 の 前 提 ）

NPV:448,778 千円 

10 年間の設備投資（上

記工事費用）と年間の

維持管理コスト（年間

370 万 円 の 前 提 ）

NPV:782,890 千円 

30 年間の 

NPV:403,971 千円 

30 年間の 

NPV:450,971 千円 

30 年間の

NPV:1,078,227 千円 

NPV算出方法: 

 

割引率：10年 2.2%, 30

年 2.9%（米国債利回り

参照） 

NPV算出方法: 

 

割引率：10年 2.2%, 30

年 2.9%（米国債利回り

参照） 

NPV算出方法: 

 

割引率：10年 2.2%, 30

年 2.9%（米国債利回り

参照） 

残存価値： 

加味していない 

残存価値： 

加味していない 

残存価値： 

加味していない 

再投資：なし 再投資：なし 

再投資：耐用年数後(12

年目,24 年目)に機械

部分再設置） 

環境社会配慮面 廃棄物が発生しない。 
建設のための広大な敷

地が必要。 

建設のための広大な敷

地が必要であり凝集沈

殿物の適正処理が必

要。 
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濁度軽減への効果は、提案事業の方式でも効果は高い。普通沈殿方式や凝集沈殿方式は、

工業排水などから有害物質を取り除くなどの効果は大変高い方式である。また、生物ろ過

方を採用している浄水場との組み合わせでは、微生物の活動を阻害してしまう、凝集沈殿

方式の導入は困難である。また、耐用年数では、本提案事業と普通沈殿方式は 60年である

のに対し、凝集沈殿方式の機械部分は 12年であり、再構築コストを考えると凝集沈殿方式

は高額になってしまう。また、多発するサイクロンに関してであるが、本提案事業は、河

川底への設置が主であるため、影響を受けにくい。普通沈殿方式も構造物部分は堅牢では

あるが、敷地が広大に必要であり、設置場所によっては浸水や土砂崩れなどの被害がある

可能性がある。凝集沈殿方式は、機械部の破損などが発生した場合の再構築コストが発生

する。 

 以上のことから本事業のように河川からの原水の前処理を行う方法としては、施工費用

や維持管理のコストや難易度などの面から、伏流水取水方の優位性が高い。 

 

 今後想定されるビジネスモデル上の経営課題を抽出する為にクロス SWOT分析を行なった。 

 
図 38：クロス SWOT分析 

 
これらの状況を踏まえ、強み/機会の最大限の活用と、弱み/脅威部分の改善を事業化戦

略の優先順位として高いものと位置づけている。 

 

エ）経営課題について 

サモアにおける本提案技術の地区は限定的である。そして、導入カウンターパートも SWA

以外には他のドナーの一部しか想定できない。本提案技術は、仕組みが比較的簡易である

ため、競合相手の参入が考えられる上に、仕組みが比較的簡易である分、模倣し易いこと

もあり、知財面の保全の課題があると考えられる。 

 

オ）採算性について 

サモアの人口及び経済構造から明らかなのは、繰り返しになるが、島嶼国でのビジネス

展開の課題として常に上げられる「限定されたマーケット」であることである。一般的に

島嶼国でのビジネス展開として購入者および利用者が限定されているので、ODAによる投資

依存とその後のメンテナンス事業以外に、その後の展開のビジョンを描きづらいと言われ
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ている。採算性向上のためには、①機材の現地調達を進める②現地での機材製造は発注ベ

ースでのみで行う③営業職員を除き、機材製造および建設設計のための常駐の職員の配置

は事業が軌道に乗るまでは行わないなどの対応を当面は実施する。その上で、アラオア浄

水場取水口及びアフィアマル取水口への導入を目指すとともに、洗砂機などの機材販売の

ほか、給水関係（水道メーター、水道管修繕）への参入を目指すことにより収益の拡大を

図る。伏流水取水方、EPS、洗砂機などの導入に関しては、当社がなんらかの在庫を保有す

る必要のない注文発注を予定している。また、SWAによるアラオア浄水場取水口及びアフィ

アマル取水口への実施が見込まれるまでは、当社の人員を常駐させる必要はないため、初

期投資は軽微に抑えられると考える。 

しかしながら、前述の通り、SWAは財政難であり設備投資の予算が限られている。SWAと

の協議において、本事業の必要性を SWA は認識しており、予算の確保について内部で検討

したいとの発言があったが、具体的な手法は提示されなかった。そのため、再度 SWA にと

っての大きなドナーである EUは budget support（財政支援）方式を採用しているので、そ

の方式を活用して、本提案事業の予算を確保できないかと尋ねたところ、「現実的な一つ

の選択であるが、それを含めて内部で検討したい」との返答を得た。 

 

② ビジネス展開の仕組み 

事業展開の仕組みとしては、伏流水取水法及び EPS との組み合わせを主軸とした前処理

技術の展開を想定している。展開にあたっては、現地ビジネスパートナーとの連携を図る

ことを検討している。普及・実証事業を通じて、ボーリング調査やデータ取得などで連携

を行った設計・施工管理・コンサルティング事業を展開しているサモアの IPA 社は、伏流

水取水法の工法を把握しているとともに、SWA との水ビジネス事業を多数行ってきた。また

近隣諸国での事業展開の実績が多数ある。このため、ビジネスパートナーとして IPA 社と

の業務委託契約を締結し、当面の営業活動の支援を依頼したい。また、現地建設会社

BlueBird は、サモアにおける ODA 事業における建設工事を様々受注した実績がある。現在

はこの 2社のいずれかもしくは両方と役割を明確にした上での連携を図りたい。 

洗砂機および塩素などの薬品注入機械設備の販売などの機材提供に関しては、無償資金

協力「都市水道改善計画」における入札や技術協力プロジェクト「沖縄連携によるサモア

水道公社 維持管理能力強化プロジェクト」を中心に、近隣諸国を含んだ入札への参画を予

定している。 

水道メーターの設置から

漏水防止のための水道管修

繕や、さらには国内で実施し

ている浄水場の汚泥や建設

汚泥を造粒固化工法により

盛り土剤や路盤材などに再

利用可能な土壌に改良する

リサイクルシステムの構築

などは、将来的なビジネス展

開のための材料の一つでは

あるが、現在のところ具体的

な現地からの要望は得てい

ない。これらの情報収集、調

査に必要なコストを抑え、効

率的なビジネス展開を円滑

に進めることが、普及・実証事業を通して改めて確認できた。 ビジネスパートナーとの協

力体制を構築することが最善策と考えるに至った。現地の事情に詳しい現地ビジネスパー

トナーとの連携を密にとることによって、商機を得たい。 

図 39： ビジネス展開のイメージ図 
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体制面では、普及・実証事業終了後に「水ビジネス検討会」を法人化し、沖縄企業の知

見を集めた企業を作る予定である。サモアでのビジネス展開に関しては、その新法人とと

もに、現地ビジネスパートナーとの JVにてビジネス展開することを視野に入れている。水

ビジネス検討会の国内法人と現地ビジネスパートナー企業との合弁会社を出資割合折半に

したうえで現地企業を設立する。水ビジネス協議会の役割としては、浄水、給水、下水に

至るまでの一連の水ビジネス関連の設計、機材販売までの知見の集合体として、現地に相

応しい工法、機材の提供を行うことである。現地ビジネスパートナー側の役割としては、

現地ネットワークを活用したマーケティング及び施工管理、現地法規制に基づく申請全般、

現地建設会社への発注及び施工管理などである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 40： 将来的な組織体制のイメージ図 

 

③ 想定されるビジネス展開の計画・スケジュール 

 上記ビジネス展開の仕組みの中で、最も早く商業事業化が可能と考えられるのは、アラ

オア浄水場取水口もしくは、アフィアマル取水口への伏流水取水法の導入である。現在想

定しているアラオア浄水場の取水口の工事の工程表は次の通りである（アフィアマル取水

口に関しては、規模が小さいため 1.5ヶ月程度の工期を予定している）。 
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表 37： アラオア浄水場取水口工事の工程表 

 
現時点での事業化スケジュールとしては以下を予定している。 

SWAとの伏流水取水方実施に向けての協議： 現在〜2016年 4月頃 

 現地会社設立：    2016年 6月〜9月 

事業実施：     2016年 9月頃 

近隣国での展開：       2018年頃 

 

表 38：アクションスケジュール 

 
 

 ④ 想定されるリスクと対応 

  a)経済的条件の変化について 

 競合他社の出現による販売価格の低廉化が想定される。現在のところ伏流水取水法及び

逆洗方式を活用した競合他社はサモア国内には存在していない。しかし、水処理技術を持

った欧州もしくはニュージーランドなどからの参入は考えられる。EPSとの併用や、建設機

材調達の低額化を進め、価格面での優位性を維持できるようにしたいと考えている。 

 

 b) 商習慣の違い、施工技術の違いについて 

 商習慣の違い、施工技術の違い、建設機材及び規格の違いなどは、速やかな事業展開の
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阻害要因になる。今後の展開においては、現地のビジネスパートナーの知見を得ることに

より、不完全な施工に対するリスクを回避する。また当社は海外での業務経験が少なく、

サモアの法規制や海外ビジネスを行う上での慣例や手続き等に不慣れであった。しかし、

本事業での経験を活かし、そしてビジネスパートナーとの密接な連携をとることにより、

許認可申請及び契約に関する不備は回避可能と考えられる。 

 

 c)  知財面について 

 本提案技術の模倣などの知財面のリスクが存在する。サモアは 2013年 9月に産業財産権

の保護に関するパリ条約が締結された。これにより、特許、実用新案、意匠、商標、サー

ビス・マーク、商号、原産地表示又は原産地名称及び不正競争の防止が図られることにな

った。今後事業展開を行う上で、知財面の保全に注意を払いながら進めていきたいと考え

ている。 

 

 d) 技術者の流出について 

 技術指導で育成した現地カウンターパート技術者の流出による技術者不足、それによる

維持管理上の問題が想定される。本事業実施期間中においても SWA の離職者が多数おり、

SWA 内での引き継ぎが万全ではなかった事態が発生している。当社が取れる対策としては、

現地カウンターパートの技術者に対し複数名の技術指導を行い、技術の共有化を図り、技

術者の不足に対するリスクを解消することを考えている。 

 

 e) 天災について 

 サモアは、度重なるサイクロンの被害を受けているだけでなく、津波被害国である。耐

震性、耐風性等を考慮し耐久性のある建設計画を立てる必要がある。 

 特に伏流水取水法に関しては、サイクロンの発生等により川の流量が著しく増えること

が想定されため、じゃ籠の礫層を厚くし、破損しないような対策を施す予定である。 

 

ｆ）治安について 

 一般的に安全な国といわれている。しかし、近年外国人の流入により犯罪率が増加して

いるとの情報も多い。 

 

⑤ ビジネス展開可能性の評価 

 当社の技術を用いた伏流水取水法のビジネス展開の可能性として、緩速ろ過池（生物浄

化法）を採用しているサモアは大洋州諸国の中でも予算の制約があるものの導入の可能性

を見いだせる国であると言える。本事業によって伏流水取水法の効果の実証ができただけ

でなく、今後のビジネス展開において、ショーケース的な役割を果たすことができると考

えられる。日量 1,000 ㎥ではあるが、濁度軽減された給水が現時点においてもできている

ことは予定していた成果は達成できたと考える。今後、アラオア浄水場取水口の全量もし

くはアフィアマル取水口などへの導入について、SWA側が検討を開始したことは大きな成果

だと考えられる。しかしながら、事業実施のための予算をどのように確保するかというこ

とは引き続き SWA にとっての大きな課題である。前述した通り、EU はサモアにとって大き

なドナーであり、水分野での貢献も大きい。しかし、2010 年以降は、個別のプロジェクト

への関与ではなく、財務省への財政支援方式を採用している。今後 SWA が本事業について

の予算を確保するには、財務省経由で濁度軽減などの数値化した目標値を設定する必要が

ある。前述の通り、当社からは JICA 民間連携ボランティア制度を活用して、サモアの NGO

団体 Women in Business Development へ社員を派遣し、コミュニティ開発の一環として、

有機農法ワークショップの企画・運営補助や情報をデータベースにまとめる等の活動に従

事している。さらに、「沖縄連携によるサモア水道公社 維持管理能力強化プロジェクト」

の技術協力プロジェクトも進行しており、沖縄県出身者が SWA に配属されている状況であ
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る。今まで実施してきた、「緩速ろ過を使用した上水道の管理技術研修」や「サモア水道

事業運営（宮古島モデル）支援協力」などにより沖縄とサモアの人的な結びつきは大変強

く、サモア側から水分野での沖縄に対する技術力に関しては大いに信頼を得ている。島嶼

国故に本提案事業実施者が限定されており、実施可能な箇所も限られている。そのため、

同様の課題を抱えている近隣国への展開は必要である。更に、安定したビジネス展開を図

るためには前述のような取水、浄化、給水、下水の各工程における事業メニューの展開が

必要だと考えている。 

 

（4）本事業から得られた教訓と提言 

  ① 教訓 
・ 設置設備の修繕の予測について 

 本事業で当初予測していたよりも設置設備について多くの修繕が発生した。我が国では

発生し得ないような大雨や河川の形状の違いなどによる泥土の堆積などが発生した。特に、

日本からサモアへの渡航は、移動時間が必要であり、航空券が高額であるから、不測の事

態に対応ができるようにするためにも予めある程度余裕を持った渡航計画を策定する必

要性がある。 

 

・諸手続きについて 

 本事業では、前述のとおり河川工事の許認可が必要であったが、必要書類の提出を行え

ば問題なく許可された。工事に関する環境影響評価の書類も適切な量であった。また、免

税に関しても、行政関係者が協力であり問題なく行われた。国の財政が ODA支援に依存し

ていることが影響しているからか、行政機関の手続きにおける煩雑さは無いことが確認で

きた。 

 

・ 渡航について 

 サモアは国際会議が頻繁に行われており、また現地の祭事などの影響により、宿泊先の

確保が困難な事態が複数回発生し、スケジュールを変更せざるを得なかった。日本から現

地へ向かう航空券も時期によっては早めの予約を行わない限り確保できないこともある。

そのため、渡航スケジュールに関しては、早めに算段を立てることが求められる。 

 

・ 天候、災害について 

 気候状況による機材の到着の遅れ、雨期における河川流量の増大が想定される。機材輸

送に関しては予め日程的に余裕のある計画が必要である。2009年に起きた震災と津波災害

の他に、恒常的なサイクロンのリスクがある。それに伴う水害などは頻繁に起きており安

全対策は必須であると考えられる。案件化調査実施時には当社のスタッフが、サイクロン

が直撃した時にサモアに滞在しており、宿泊先のホテルが壊滅的な被害にあった。（この

被害が原因でホテルは閉鎖された） 

 

・ 文化習慣について 

 我が国の行政サービスの時間軸を想定しては事業計画が大幅に変更を余儀なくされる

可能性がある。およそ数倍もの時間を要すると考えなくてはならない。 

 

② 提言 
・ 新スキームの必要性について 

 普及・実証事業の実施によって、今後のビジネス展開の可能性が明確化してきた。しか

しながら、商圏が限られており、ODAへの依存傾向にある島嶼国においては、BtoBや BtoC

の事業モデルの展開が厳しい。しかし、ODA 案件化するには、相手国政府からの要請や準

備調査等が必要となり、実施に至るまでには少なくとも数年が必要である。普及・実証事
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業終了後の速やかな事業化促進を図るためには、足の速い資金を提供できる新しいスキー

ムが構築されると、中小企業にとっては大きな支援となる。想定しているスキームとして

は、中小企業のみを対象とした「事業権対応型無償」や、一般財団法人 日本国際協力シ

ステムが調達業務を担っている「中小企業を活用したノン・プロジェクト無償」の調達金

額及び用途を拡大させたものを期待する。 
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別添資料 3: PEAR: Preliminary Environmental Assessment Report 
 

Preliminary Environmental Assessment Report 
（a） Overview of the development proposal 
The project will utilize an existing small water intake weir located at the Vaisigano river east branch 
and upgrade the water intake facility by constructing an infiltration gallery that implements the 
underflow water intake method. The infiltration gallery will be constructed in the riverbed 
immediately upstream from the existing weir whereby a stainless steel perforated screen pipe will be 
buried under the river bed and covered by layers of gravel. As dirt and debris is captured by the 
gravel layers before the underflow water enters the water collection screen pipe, the turbidity of the 
intake water is reduced. Perforated backwashing pipes will be laid immediately above the screen 
pipe and by periodically pumping air out from the backwshing pipes the air bubbles will flush out 
the dirt and debris captured by the gravel layers and prevent clogging. In order to prevent the erosion 
of the gravel layers the gravel will be placed in baskets (gabions) and stacked up in block form. The 
effectiveness of the system will be monitored by measuring the degree of turbidity and the flow 
amount of the intake water. 
 
（b） The area to be affected and the nature of the proposed changes to the area  
Project site：Vaisigano River east branch near Alaoa Water Treatment Plant (refer to attached site 
map and site plan) 

 
 

Before construction After construction 

 
The riverbed immediately upstream from the existing weir will be excavated and gabions will be laid 
down to form a new gravel riverbed. A main water catch basin and flow meter room will be 
constructed next to the existing weir. An additional water catch basin will be constructed at the joint 
of the new water conducting pipe and the existing main intake pipe. The air feed pipes for the 
backwashing pipes will be laid down 80cm underground and reinforced by concrete, leading from 
the infiltration gallery across the middle island to a backwashing room at the side of the access road 
on the west side of the river. After completion, the new features that will be visible above ground 
will be the main water catch basin, the joint catch basin, the flow meter room and the backwashing 
room. (Refer to attached detailed plans of infiltration gallery and construction plan)  
 

（c） Justification for the development proposal 
The project is sponsored and funded by the Japan International Cooperation Agency (JICA) as part 
of the Official Development Assistance framework of the Japanese government to provide 
development assistance to Samoa. For this project, Samoa Water Authority (SWA) is the official 
counterparty to JICA and Fukuyama Corporation (the implementing Japanese company) and SWA 
will retain ownership of the upgraded water intake facility once the project is complete.  
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Samoa’s rivers have an inherent problem of highly turbid water flowing in from catchment areas 
during the rainy season especially in times of heavy rainfall. Since this river water is the source of 
the public water supply, a serious issue arises in that the high turbidity of the intake water cannot be 
sufficiently treated by the slow sand filtering method adopted at the water treatment plant, resulting 
in the frequent supply of turbid water to the public. The supply of turbid water not only results in 
damaging the reliability and reputation of the public water supply system but also can give rise to 
health and sanitation issues due to the reduced effect of chlorination. This project aims to reduce the 
burden on the filtering capacity of the water treatment plant by improving the turbidity of the river 
intake water though the application of the underflow water intake method using intercepting drains. 
This method is more cost effective and requires less technical expertise compared to treatment using 
chemical inputs.    
 
（d） Summary of stakeholder consultation  
As the official counterparty to JICA and the beneficiary of the project, SWA has been closely 
involved in the planning and preparation and is completely on board with the project. Since the 
project site is on SWA property with minimal impact to the surrounding environment and no 
residential dwellings in the vicinity of the site, no issues have been raised. The only man-made 
structure nearby is an Electric Power Company generator facility approximately 100meters from the 
site, and upon receiving explanation of the proposed project they have not raised any concerns.  
     

（e） Assessment of reasonably foreseeable environmental impacts  
・Positive impacts 
 Short-term（during the construction works）： 
The river flow is currently divided in two immediately upstream from the project site. During the 
construction works the river flow will be concentrated to one side by laying sandbags (refer to 
attached construction plan), contributing to the prevention of the water stream becoming low or 
drying up.  
 Long-term（after construction）： 

The riverbed at the site will become gravel (gabions) and hence the surface area of the riverbed 
directly in contact with the water flow will increase. This will in turn increase the oxygen content of 
the riverbed and allow for the improvement in the biological environment of the riverbed through the 
growth of algae and micro-organisms.  

・Negative impacts 
 Short-term（during the construction works）： 

・Increased turbidity of the river due to excavation of the riverbed  
・Noise from heavy machinery used in construction works 

 Long-term（after construction）： 
Periodic backwashing of the gravel layers to flush out dirt and debris may result in a 

temporary increase in turbidity of the river  
 

（f） Indication of measures to mitigate adverse environmental impacts 
During construction： 
 Mitigation of increased turbidity 

Large sandbags will be laid in the river to establish a temporary weir and prevent the river flow 
from flowing over the excavation area. This will prevent the river water becoming turbid from the 
excavation works. Temporary water intake pipes will be connected from the temporary weir to the 
existing water catchment basin to maintain water flow into the existing intake facility. 
Mitigation of Noise 

Construction works will only be performed in daytime hours. The works will be completed within 
a short period (1 month).  
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別添資料 4: Development Consnt（開発合意） 
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別添資料 4: Development Consnt（開発合意） 
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別添資料 4: Development Consnt（開発合意） 
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別添資料 4: Development Consnt（開発合意） 
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